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１章　はじめに
　日本企業は，低迷する日本国内市場を補うために，海外市場の拡大を目指し，輸出や生産拠
点の海外進出を積極的に展開している。日本企業のグローバル化は企業戦略の大きな柱となっ
ている。そのため，海外における知的財産権取得の意識が高まり，以前に比べ企業は多数の国
に外国特許を出願するようになった。外国で特許権を得るには，国ごとに特許制度が異なるた
め，それぞれの国で特許審査を受ける必要がある。各国は法律の適用範囲や効力範囲が制定さ
れた領域内に限定して認める属地主義に従っているためである。外国出願時に活用するパリ条
約でも特許協力条約（PCT）でも属地主義が遵守され，特許独立の原則が貫かれている。な
かでも，PCT出願は，メリットが多いため１），外国出願に広く使われている。以前に比べ比較
的簡単に外国出願ができるようになったが，外国特許出願は，費用と時間と人手を要すること
は間違いなく，企業が外国出願する場合は重要な特許だけを申請することが一般的である。す
なわち，企業の外国特許出願は重要特許出願
0 0 0 0 0 0
と言い換えられる。本論文は，企業が重要特許を
外国に出願することに着目し，日本企業の外国特許出願，つまり，特許のグローバル化
0 0 0 0 0 0 0 0 0
を調査
することにより，企業の研究開発戦略を研究するものである。
　現在，交渉が進められているTPP（環太平洋経済連携協定）での個別交渉で各国が最も対立
しているのが知的財産権である。TPP交渉が妥結すれば，知的財産権侵害の際，民事訴訟を起
こしやすくなり，賠償金が高額になる可能性が高い。日本企業が海外市場で生き残りをかけて
日々戦うルールが大きく変わろうとしている。外国での知的財産権，なかでも特許権を手中に
すると，今まで以上に有利な企業活動が保証され，逆に，競合する日本企業や外国企業に特許
権を取得されると，海外でのビジネスができなくなる恐れが高くなる。このように，特許グロー
バル化は企業にとって非常に大切である。
　ところで，1959年まで日本は，たとえ外国において公知公用であっても，日本国内で公知公
用でなければ，特許を認めていた。しかし，この特許法では，外国で自由に使える発明を国内
では利用できないため，特許の新規性基準を「国内公知」から「世界公知」へ変更した。つま
り，現在の特許法29条第１項の新規性は，日本国内のみならず，全世界が基準であり，たとえ
外国でのみ公知公用の発明であっても，日本の特許は認められない。言い換えれば，日本で認
められた特許は，基本的には外国でも新規性を保証されており，外国に申請すれば外国特許を
認められる可能性が高い特許である。しかし，現在の日本企業が申請する特許の90％は日本国
１）PCT出願のメリット　①原則として30か月の翻訳文提出期間がある。②国際調査報告を入手できる。③国
際予備審査請求により，国際予備審査報告を入手できる。
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内のみであり外国には申請されていない２）。
　市場が日本国内だけの企業はほとんどなく，現在の日本企業が取り扱う原材料や機械・設備
や部品や顧客や技術のいずれかは，外国と無関係なものは存在しないのが現状である。何故，
日本企業の特許出願は外国特許が約１割に留まっているのか。その原因は，人件費と多額の金
を必要とする外国特許に相応しい重要特許が少ないためと考えられる。すなわち，日本企業の
特許グローバル化速度を加速させる企業は，研究開発により重要特許が発明されている企業で
あり，逆に，減速させる企業は重要特許が生み出されない企業であると考えられる。
　ところで，2014年ノーベル物理学賞を受賞した名古屋大学の天野教授，名城大学の赤崎教授，
カリフォルニア大学の中村教授は，LED電球などに利用される窒化ガリウム（GaN）を発明し
た。その発明の地，名古屋で，窒化ガリウムなどの半導体素材がさらなる進化を遂げようとし
ている。名古屋工業大学に，窒化物半導体マルチビジネス創生センターが作られ，次世代自動
車や家電になくてはならないパワー半導体などへの応用研究がスタートしている。このように
素材開発は，単に個人や企業の成功だけでなく，他の産業を巻き込んだイノベーションを興す
可能性が高い。
　日本の電機会社におけるテレビやパソコンや家電の生産は，極端に低迷し過去の栄光は見る
影もない。ところが，各種電気製品に使われる液晶素材（ガラス基板：旭硝子，偏光板：日東
電工，透明導電性タッチセンサーフィルム：日本写真印刷）や半導体素材（シリコンウエハ ：ー
信越化学工業，フォトマスク３）：大日本印刷と凸版印刷，フォトレジスト４）：東京応化工業と
信越化学工業，レアガス：大陽日酸と昭和電工とセントラル硝子）は，今でも日本企業が世界
のリーディングカンパニーとして君臨している。
　トヨタ自動車に代表される日本の自動車会社は，新日鐵住金の加工性に優れた高強度薄板や
耐食性に優れた表面処理鋼板や旭硝子の自動車用ガラスなどの素材供給がなければ成り立たな
い。さらに，次世代自動車に欠かせないリチウムイオン電池の素材（正極材：日亜化学，負極
材：日立化成工業，電解液：宇部興産，セパレーター：旭化成，銅箔：古河電工）は，すべて
日本企業が世界シェアトップを占めている。
　また，次世代自動車の軽量化や燃料電池車の高圧タンクに使用される炭素繊維は，東レ，三
菱レイヨン，帝人の３社で世界シェア70％を超えている。炭素繊維は，アクリル繊維を高温で
２）http://news.braina.com/2014/1217/move_20141217_001____.html　世界知的所有権機関（WIPO）は，「世
界知的所有権統計」（World Intellectual Property Indicators 2013）を発表した。世界全体の特許出願件数は，
前年比９％増で257万件となった。国別では，中国が82万5136件（前年比26.4％増）で３年連続１位，次い
で２位アメリカ57万1612件（同8.7％増），３位日本32万4749件（同4.2％減）であった。
３）回路パターンが転写されたガラス基板
４）光に反応してエッチングに耐えるポリマーや感光剤で，基板に微細パターンを加工するために使う
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熱処理して作る素材で，鋼板の４分の１の軽さと10倍の強度を持った高強度かつ軽量な素材で
ある。開発当初の炭素繊維は，釣竿やゴルフクラブの素材に使用されるだけの小さな市場だっ
たが，最近では航空機や自動車の素材として脚光を浴びている。炭素繊維による燃料電池車ミ
ライの高圧タンクは，素材開発企業からの購入ではなく，トヨタ自動車が自ら製造している。
トヨタ自動車が内製すること自体が，次世代自動車の素材として炭素繊維が極めて重要である
ことを物語っている。
　日本の企業は，素材や部品を組み立て製品にする企業【部品組立企業】と，その素材自体を
開発し製造する企業【素材開発企業】に大別できる。日本の電機会社のように部品組立企業が
苦戦する中，素材開発企業は，次々と画期的な新素材を開発し，世界シェアを拡大している。
その新素材は，他の材料では代替できない特性や品質を有しており，部品組立企業は素材開発
企業から買わざるを得ない状況に陥る。そのため，購入する部品組立企業は，一社だけからの
購買となり，供給者が極端に限定される取引を甘んじて受け入れ，素材開発企業は莫大な利益
を手にする。その源泉は研究開発であり，素材開発企業の研究開発を研究することは，日本の
未来を予見する近道である５）。
　変化の激しい現代社会で企業が勝ち残こるためには，その変化の速度を正確に，かつ，定量
的に把握し，その変化速度を基に次に来る未来を予測することである。このような視点は，企
業の研究開発戦略や知的財産戦略を考える上で大変重要である。本論文は，日本企業が研究開
発により生み出す知的財産，なかでも特許を取り上げ，企業ごと，品種ごと，製品ごとの特許
0 0
グローバル化速度
0 0 0 0 0 0 0 0
を定量化し，その分析結果を基に企業の研究開発戦略を考察するものである。
本論文は，素材開発企業として，新日鐵住金，武田薬品工業（以下武田薬品），旭硝子，日本
板硝子，村田製作所，昭和電工，東レ，クラレを取り上げ，詳細に研究する。また，パナソニッ
ク，トヨタ自動車，日立製作所，小松製作所，安川電機，川崎重工業（以下川崎重工），日産
自動車，三菱重工業（以下三菱重工），ユニバーサルエンタテイメント，竹中工務店などの部
品組立企業を研究する。さらに，本論文は，素材開発企業と部品組立企業の特許グローバル化
0 0 0 0 0 0 0 0
速度
0 0
を比較することにより，それぞれの研究開発の相違点を探求し，素材開発企業のイノベー
ションの源泉を深掘りするものである。
５）SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）革新的構造材料2014年11月内閣府　「我が国の輸出産業の中
で工業素材の存在感は向上し，他産業の国際競争力をも牽引するものとなっている。しかし，新興国は猛
追しており，工業素材の国際競争力の強化は，我が国全体の競争力維持に直結する課題である」
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２章 　日本企業の特許グローバル化
2─1　日本企業の特許グローバル化速度
　図１は，武田薬品の特許グローバル化を2005年から2014年までの10年間の推移を表したもの
である。特許公開件数は特許庁ホームページの検索ソフトを利用した。毎年公開される特許に
は，公開特許と公表特許とPCT出願特許がある６）。毎年公開される特許を分母とし公表特許と
PCT出願特許を分子として，特許グローバル化比率を計算した。公開特許と公表特許とPCT
出願特許は出願から公開までに多少の時間差が存在するが，ここではすべて公開（公表も含む）
された時期を基準とした。ちなみに，国内特許のみの場合，特許グローバル化比率は０％であ
り，すべて外国特許の場合は100％となる。
　図１が示すように，武田薬品の特許グローバル化比率が増加している。なかでも，2008年に
特許グローバル化比率が急増している。この理由は，武田製薬が日本国内１位でありながら世
界の製薬市場で10位にも入れない同社の置かれた立場にある。世界の製薬市場は，１位ファイ
ザー（米），２位ノバルティス（スイス），３位ロッシュ（スイス），４位サノフィ（仏），５位
メルク（米），６位グラクソ・スミスクライン（英），７位ジョンソン＆ジョンソン（米），８
位アストタゼネカ（英），９位イーライリリー（米），10位アッヴィ（米）であり，すべて外国
企業で占められている。このような外国医薬品企業は，新薬特許を数多く保有し，グローバル
６）TRIPS協定は，WTO設立協定に基づいた知的所有権の貿易関連の側面に関する協定であり，加盟国が最低
限確保すべき知的所有権の保護水準についての義務などを定めている。TRIPS協定は，内国民待遇および
最恵国待遇を基本原則として規定し，工業所有権はパリ条約の規定の遵守を求め，パリ条約より高い保護
水準を規定している。PCT出願の加盟国とWTO加盟国は同じではないが，日本ではいずれも加盟している。
外国への特許出願は，日本ではパリ条約に基づく出願とPCT出願の２種類が存在する。
図１　武田薬品の特許グローバル化
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な競争で優位な立場を確保している。図１のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算し
た結果，y＝6.3442x－12695　寄与率（R2）0.5324であった。直線の傾き6.3442は，１年ごとに
特許グローバル化が6.3442％増加することを意味している。すなわち，この直線の傾きは企業
の特許グローバル化速度と言える。現在の武田薬品の海外売上比率は57％であるが，今後さら
に海外売上比率を拡大することが予想される。日本では人口減少で医療費の増加が期待できず，
ジェネリック（後発医薬品）の活用促進や医療費抑制政策のため，伸び悩む国内市場を補うこ
とが必須である。武田薬品は，海外市場に目を向けた戦略を打ち出し，外国人社長や外国人取
締役を迎え入れ，特許グローバル化に積極的である。武田薬品の外国人社長は，新薬の研究開
発を，癌，消化器系など強みのある疾患領域に絞り込むことを決め，なかでも，癌領域には研
究開発費全体の４割を投入すると明言している７）。
　図２が示すように，旭硝子の特許グローバル化比率は着実に増加している。図２のデータを
使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝3.1812x－6365.5　寄与率（R2）0.6003であっ
た。直線の傾き3.1812は，１年ごとに特許グローバル化が3.1812％増加することを意味している。
旭硝子は，液晶ガラス基板において国内１位で，コーニング（米国）に次いで世界２位である。
現在の旭硝子の海外売上比率は65％である。建築用ガラス，自動車用ガラスでも世界トップク
ラスであり，世界市場を見据えた事業展開を行っている。旭硝子は，超薄型の化学強化ガラス
で多くの特許を保有している。また，旭硝子は，食塩電解の交換膜，液晶用ペクリル，半導体
用バファーコート，ウィルス除去フィルタで世界一のシェアを持っている。三菱系の旭硝子と，
住友系の日本板硝子は，日本のみならず世界のガラス市場を牽引している。
７）日経ビジネス2015年３月２日「武田薬品の売上高は世界で16位。欧米メガファーマとは，売上高だけでなく，
研究開発費でも差をつけられている。世界トップ５の研究開発費は武田薬品の1.8～2.7倍。少しでも油断す
れば，あっという間にトップ集団との差が広がってしまう。国内首位でも安泰ではない。2015年３月期の
連結純利益で，アステラス製薬に初めて抜かれる見通しだ。武田薬品は新薬の研究開発を，癌，消化器系
など強みのある疾患領域に絞り込むことを決めた。特に，癌領域には研究開発費全体の４割を投入する」
図２　旭硝子の特許グローバル化
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　図３が示すように，村田製作所の特許グローバル化比率は着実に増加している。図３のデー
タを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝2.6903x－5379.5　寄与率（R2）0.3261
であった。直線の傾き2.6903は，１年ごとに特許グローバル化が2.6903％増加することを意味
している。村田製作所は，積層セラミックコンデンサをアップルなどに大量供給し，スマート
フォン（以下スマホ）の小型で高性能な部品を開発し生産している。表面波フィルタ，セラミッ
ク発振子は世界一のシェアである。村田製作所は，スマホ以外の研究開発を拡大しており，自
動車，医療などの新分野の電子部品に進出している。現在の海外売上比率は89％であり，村田
製作所は世界市場を見据えたグローバル戦略を展開している。
図３　村田製作所の特許グローバル化
y = 2.6903x - 5379.5 
R² = 0.3261
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　図４が示すように，昭和電工の特許グローバル化比率は着実に増加している。図４のデータ
を使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝2.4x－4812.1　寄与率（R2）0.8728であっ
た。直線の傾き2.4は，１年ごとに特許グローバル化が2.4％増加することを意味している。昭
和電工の海外売上比率は約50％である。昭和電工の製品は，アルミニウム，セラミック，カー
ボン素材，ハードディスクなどである。
図４　昭和電工の特許グローバル化
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　図５が示すように，新日鐵住金の特許グローバル化比率は2012年以降に増加している。これ
は，新日本製鐵と住友金属工業（以下は住友金属）との合併（2012年）が，特許グローバル化
比率の増加に寄与していると考えられる。図５のデータを使い最小二乗法による近似直線を計
算した結果，y＝2.2424x－4497.4　寄与率（R2）0.7781であった。直線の傾きは，１年ごとに
特許グローバル化が2.2424％増加することを意味している。新日鐵住金の海外売上比率は36％
である。日本の鉄鋼輸出は，日本国内の土木建設業の減退や製造業の海外移転や東南アジアの
活発な工業化により，ここ20年間で２倍（粗鋼ベース）に増加しており，今後とも鉄鋼の輸出
比率は増加すると考えられる。合併前の新日本製鐵の特許グローバル化比率はy＝2.1321x－
4277.3　寄与率（R2）0.5626であり，合併前の住友金属の特許グローバル化比率はy＝1.1845x
－2370.9　寄与率（R2）0.5978であった。合併前の新日本製鐵の特許グローバル化速度は2.1321
で，合併前の住友金属の特許グローバル化速度は1.1845であるが，合併後2.2424になっている。
すなわち，新日本製鐵と住友金属の合併は，それぞれの特許グローバル化速度を平均化するの
ではなく，両社の合併前の特許グローバル化速度を超えて加速したと考えられる。合併による
特許グローバル化速度の変化について後で考察する。
図５　新日鐵住金の特許グローバル化
y = 2.2424x - 4497.4
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　図６が示すように，クラレ（旧名：倉敷レイヨン）の特許グローバル化比率は着実に増加し
ている。図６のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝2.1642x－4330.8
　寄与率（R2）0.399であった。直線の傾き2.1642は，１年ごとに特許グローバル化が2.1642％
増加することを意味している。クラレの海外売上比率は約50％である。クラレは，部分重合法
で強力なビニロンの開発に成功し，世界シェア80％を獲得している。なかでも，ポバール樹脂，
ポバールフィルムは売上高の３割を占める主力製品であり，接着剤，紙加工剤，塩ビ重合安定
剤，自動車のフロントガラス用中間膜原料などの用途に使用され，世界シェアは35％で世界一
である。ポバールフィルムは，当初サングラスの素材であったが，最近ではパソコンや携帯電
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話の液晶ディスプレイの偏光素材など広く使われている。その他のクラレの製品は，イソプレ
ンケミカルや熱可塑性エラストマーのセプトン，液状ゴム，人工皮革クラリーノ，歯科材料，
高強力繊維ベクトラン，電子回路基板フィルム，水処理用高機能ろ過膜などがある８）。
　図７が示すように，日本板硝子の特許グローバル化比率は増加している。図７のデータを使
い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝2.0073x－4008.9　寄与率（R2）0.2402であっ
た。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が2.0073％増加することを意味している。日
本板硝子は，板ガラスで世界１位であり，建築用板ガラス，自動車用板ガラスでは，他を寄せ
付けない研究開発力を有している。さらに，薄膜太陽電池モジュールやタッチパネルなどの新
分野に進出している。日本板硝子の海外売上比率は70％である。上述の旭硝子と日本板硝子は，
両雄が肩を並べ世界のガラス市場を牽引している。
図７　日本板硝子の特許グローバル化
y = 2.0073x - 4008.9 
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　図８が示すように，東レの特許グローバル化比率は増加している。図８のデータを使い最小
二乗法による近似直線を計算した結果，y＝1.897x－3803.4　寄与率（R2）0.9359であった。直
８）瀧井宏臣［2013］「ダントツ技術」祥伝社
図６　クラレの特許グローバル化
y = 2.1642x - 4330.8 
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線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が1.897％増加することを意味している。東レは炭
素繊維で世界をリードしている。炭素繊維は耐食性に優れ，軽量かつ高強度で，高弾性率，熱
伝導性，寸法安定性，耐疲労性，振動減衰性，Ｘ線透過性，電磁波シールド性に非常に優れて
いる。このため，炭素繊維は，飛行機や人工衛星や電波望遠鏡や自動車の外板やプロペラシャ
フトや燃料電池車の高圧水素タンクやリニアモーターカーの車体に使用され，釣り竿，ゴルフ
シャフト，テニスラケット，ヘルメット，自転車のフレーム，ヨット，クルーザーなどにも広
く使われている。さらに，炭素繊維は医療機器，介護用品（車椅子，義足，杖），橋脚の耐震
補強などに用途を拡大している。ボーイングB787への大量使用や電気自動車や燃料電池車へ
の本格的な使用が始まっている。東レを中心とした日本企業が世界の炭素繊維の約70％を生産
している。なかでも，東レは，抜群の研究開発力を有し海外売上比率は45％である。
図８　東レの特許グローバル化
y = 1.897x - 3803.4
R² = 0.9359
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　図９が示すように，パナソニック９）の特許グローバル化比率は増加している。図９のデー
タを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝1.7752x－3557.4　寄与率（R2）0.9232
であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が1.7752％増加することを意味してい
る。パナソニックは，家電分野で国内トップの大手電機企業である。風の質に拘った扇風機，
美味しく炊ける炊飯器，人感センサーで効率よく人を温めるエヤコンなど，家電の研究開発を
急ぐパナソニックであるが，ダイソンの羽なし扇風機や掃除ロボットのルンバなど，海外企業
との競争が激しくなっている。パナソニックは，携帯電話事業の撤退や有機ELテレビのソニー
との共同開発の中止など，テレビや半導体事業を縮小し，自動車や住宅分野に傾注している。
パナソニックの海外売上比率は55％である。
９）日本経済新聞2015年３月20日「世界知的所有権機関WIPOが発表した2014年の特許の国際出願件数によると，
日本企業で最高のパナソニック（1682件）は昨年の首位から４位に後退した」
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　図10が示すように，トヨタ自動車の特許グローバル化比率は2012年以降，増加している。図
10のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝1.7448x－3501.7　寄与率（R2）
0.6923であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が1.7448％増加することを意味
している。トヨタ自動車は，2013年に年間販売1000万台を超える世界初の自動車メーカーとなっ
た。世界初のハイブリッド車プリウスの発売，世界初の燃料電池車ミライの発売など，環境対
策技術の研究開発も世界の自動車会社を圧倒している。トヨタ自動車の現在の海外売上比率は
75％である。今後，国内市場の縮小が確実視されるため，トヨタ自動車のグローバル化はさら
に加速すると考えられる。
図10　トヨタ自動車の特許グローバル化
y = 1.7448x - 3501.7
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　図11が示すように，日立製作所の特許グローバル化比率は2012年以降に急増している。図11
のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝1.2812x－2570.3　寄与率（R2）
0.7071であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が1.2812％増加することを意味
している。日立製作所は，冷蔵庫，洗濯機，掃除機などのいわゆる白物家電のみならず，情報・
図９　パナソニックの特許グローバル化
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通信システム，電力システム，電子装置システム，建設機械，自動車用電子部品など，約10兆
円を売り上げる大手電機企業である。日立製作所の海外売上比率は41％である。日立製作所は，
グローバル化戦略を明確にしており，海外のインフラ事業の拡大と自動運転車用電子部品事業
の拡大を目指している。
　図12が示すように，小松製作所の特許グローバル化比率は増加している。図12のデータを使
い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.983x－1963.7　寄与率（R2）0.3117であった。
直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.983％増加することを意味している。小松製
作所の海外売上比率は80％である。建設機械分野は，米国のキャタピラーが業界トップであり，
小松製作所と日立建機の日本勢が追う展開である。小松製作所は，売上ではキャタピラーの後
塵を拝するが，営業利益は肩を並べる。これは，建設機械を無人運転で遠隔操作する小松製作
所独自のシステム（コムトラックス）を構築したことが大きく貢献している。小松製作所は，
人里離れた鉱山や熟練ドライバーの人手不足を解消し，部品交換や修理などのアフターサービ
スをフルターンキーで受注する省人化ビジネスを展開している。
図11　日立製作所の特許グローバル化
y = 1.2812x - 2570.3
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図12　小松製作所の特許グローバル化
y = 0.983x - 1963.7
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　図13が示すように，安川電機の特許グローバル化比率は増加している。図13のデータを使い
最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.9273x－1855.6　寄与率（R2）0.183であった。
直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.9273％増加することを意味している。産業用
多関節ロボットは，安川電機，ファナック，ABB（スイス），KUKA（ドイツ）が世界の４強
である。人件費高騰と若者の3K職場離れでロボット需要は間違いなく増加する。今後，運搬
用ロボット，溶接ロボット，塗装ロボット，医療ロボットなどが拡大すると考えられる。同社
の海外売上比率は53％であり，安川電機はグローバル化に積極的な企業である。
図13　安川電機の特許グローバル化
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　図14が示すように，川崎重工の特許グローバル化比率は2013年以降，特に増加している。図
14のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.9061x－1816.9　寄与率（R2）
0.7248であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.9061％増加することを意味
している。造船を起点とした総合重機メーカーである川崎重工は，造船で培った鋼材溶接技術
や鋼材加工技術やエンジン開発技術を活用し造船以外に拡販している。川崎重工，三菱重工，
IHIの３社が，発電設備，産業設備機械，製鉄設備，各種プラント，社会インフラ，交通イン
フラを牽引している。なかでも，川崎重工は，LNGタンクや大型２輪車や航空機部品で高い
研究開発力を有している。また，川崎重工は，ニューヨークなど米国の主要都市の地下鉄車両
図14　川崎重工の特許グローバル化
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を製造し，鉄道車両製造でシェア１位を誇っている。日本の重厚長大産業の縮小傾向から，川
崎重工は，アジアの新興国を中心とした海外での事業拡大を急いでいる。川崎重工の海外売上
比率は52％である。
　図15が示すように，日産自動車の特許グローバル化比率は2013年以降，特に増加しており，
その増加は2011年から始まっている。図15のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算し
た結果，y＝0.883x－1772.1　寄与率（R2）0.7313であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グロー
バル化が0.883％増加することを意味している。日産自動車は，登録車で国内２位でありトヨ
タ自動車を追っている。電気自動車リーフを発売し，次世代自動車の本命を電気自動車と見据
えた研究開発が活発である。日産自動車は，トヨタ自動車が発売した燃料電池車に関する特許
も数多く出願している。日産自動車の海外売上比率は80％である。
図15　日産自動車の特許グローバル化
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　図16が示すように，三菱重工の特許グローバル化比率は増加している。図16のデータを使い
最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.6164x－1236.1　寄与率（R2）0.8367であった。
図16　三菱重工の特許グローバル化
y = 0.6164x - 1236.1
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直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.6164％増加することを意味している。三菱重
工は，総合重機メーカーのトップであり，発電所設備，航空宇宙，防衛，大型産業機械などの
分野で国内他社を圧倒している。三菱重工は，大型ガスタービンなどの火力発電設備の世界シェ
ア拡大に向け，2014年日立製作所と事業統合した。洋上風力発電設備ではヴェスタス（デンマー
ク）と，製鉄機械ではシーメンス（ドイツ）と事業統合し，グローバル化を着実に進めている。
しかし，このような同業他社との事業統合は，業界内の競争を緩和するため特許グローバル化
速度を減速させると考えられる。三菱重工の海外売上比率は45％である。
　図17が示すように，ユニバーサルエンタテインメントの特許グローバル化比率は毎年僅かに
増加している。図17のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.1236x－
247.59　寄与率（R2）0.0844であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.1236％
増加することを意味している。このパチンコ機業界は激しい競争が起きており，新台開発によ
る特許出願が非常に多いが，ほとんど国内特許である。特許グローバル化はほとんど進んでい
ない。ユニバーサルエンタテインメントは，アルゼ株式会社から社名変更し，パチンコ機，パ
チスロ機，ゲームソフトの製造販売を行っている。国内主体のユニバーサルエンタテインメン
トは，カジノ事業に熱心であり，カジノ法案の動向で特許グローバル化が進展する可能性が
あ｠る。
図17　ユニバーサルエンタテイメントの特許グローバル化
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　図18が示すように，竹中工務店の特許グローバル化比率は僅かに増加しているが非常に低い。
図18のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝0.0121x－24.158　寄与率
（R2）0.0076であった。直線の傾きは，１年ごとに特許グローバル化が0.0121％増加することを
意味している。言い換えれば，欧米企業の特許グローバル化比率50％に達するには，約4000年
必要になる。竹中工務店以外の大手建設会社である鹿島建設，大成建設，大林組，清水建設の
特許グローバル化比率も，ほとんどゼロに近い状況である。部品組立企業の代表である日本の
建設会社は特許グローバル化比率が極端に低い。
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　図19が示すように，東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯の３社の特許グローバル化比率は増加も
減少もしていない。図19のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝
－｠0.003x＋7.0794　寄与率（R2）0.0014であった。直線の傾きは，特許グローバル化が増加も
減少もしていないこと表している。東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯の３社は，日本国内に限定
したビジネスであり，グローバル化に非常に消極的であると言える。
図19　東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯の特許グローバル化
y = -0.003x + 7.0794
R² = 0.0014
0
1
2
3
4
5
2005 2007 2009 2011 2013
　図20が示すように，東京電力，関西電力，中部電力の３社の特許グローバル化比率は減少し
ている。図20のデータを使い最小二乗法による近似直線を計算した結果，y＝－0.1079x＋
218.16　寄与率（R2）0.0947であった。直線の傾きはマイナスであり，特許グローバル化が減
少していることを表している。東京電力，関西電力，中部電力の３社は，日本国内に限定した
ビジネスであり，グローバル化に対して極端に消極的であると言える。
図18　竹中工務店の特許グローバル化
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2─2　素材開発企業と部品組立企業の特許グローバル化速度
　図21は，図１から図20まで企業の特許グローバル化速度を比較したものである。日本が公開
する特許には，日本企業だけでなく外国企業が日本で公開する特許も含まれる。そのため，日
本特許庁が公開するPCT出願比率は，日本企業だけの特許グローバル化比率を表すものでは
ないが，日本で公開されている特許グローバル化速度を知るのは大変意味のあることである。
2005年から2011年までのデータから特許グローバル化速度を計算した結果，y＝0.9869x－
1973.9　（R2）0.9013であった。図21が示すように，特許グローバル化速度0.9869以上の企業が
11社，それ以下が13社である。
　日本企業の中には，国内特許出願が非常に多く，外国特許出願をまったく行わない企業が多
く存在する。その典型例がパチンコ機業界である。株式会社三共，株式会社三洋物産，株式会
社平和，株式会社ニューギン，株式会社サンセイアールアンドディ，株式会社藤商事などのパ
チンコ機会社の特許グローバル化はほぼゼロに近い。また，建設業界（大林組，大成建設，鹿
島，清水建設，竹中工務店など）と，住宅業界（積水ハウス，大和ハウスなど）は，外国特許
出願をほとんど行っていない。日本には特許グローバル化速度がゼロの企業は数多く存在し，
これらの企業が日本の特許グローバル化速度の足を引っ張っている。
　図21に示すように，世界で競争が激しい製薬業界の武田薬品の特許グローバル化速度が最も
大きいことは容易に理解できる。日本１位の武田薬品は世界16位であり，世界にはファイザー
（米），ノバルティス（スイス），ロッシュ（スイス），サノフィ（仏），メルク（米），グラクソ・
スミスクライン（英）などの巨大製薬企業は，巨費と世界最高の頭脳を結集させ，新薬の研究
開発で圧倒的優勢を誇っている。今後，武田薬品は特許グローバル化速度をさらに加速する必
要がある。世界のトップクラス売上高の旭硝子と日本板硝子の特許グローバル化速度は，非常
に大きい。村田製作所の海外売上比率は89％であり，国内市場ではなく外国市場に目線を合わ
せる村田製作所の特許グローバル化速度が大きいことも自明である。東レは炭素繊維の世界の
リーダー企業であり，特許グローバル化速度が大きい。
図20　東京電力，関西電力，中部電力の特許グローバル化
y = -0.1079x + 218.16
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　武田薬品の特許グローバル化速度は，ユニバーサルエンタテイメントの約50倍，竹中工務店
の約500倍である。特許グローバル化速度が武田薬品の6.34であれば，８年以内に欧米企業（特
許グローバル化比率50％）に肩を並べることができることになる。しかし，特許グローバル化
速度が１であれば，欧米企業に追い付くには50年間かかることになる。特許グローバル化速度
は，今後の日本企業の世界戦略を考える上で，極めて重要な指標であると言える。業界や企業
の風土や慣習により，特許グローバル化速度の重要性は異なる。しかし，今後の国内市場の確
実な縮小を考えると，本論文が提案する特許グローバル化速度を無視して企業戦略を立案する
ことは不可能である。
　図21の上位８社（武田薬品，旭硝子，村田製作所，昭和電工，新日鐵住金，クラレ，日本板
硝子，東レ）はすべて素材開発企業であり，次の10社（パナソニック，トヨタ自動車，日立製
作所，小松製作所，安川電機，川崎重工，日産自動車，三菱重工，ユニバーサルエンタテイメ
ント，竹中工務店）はすべて部品組立企業であり，次の２グループ（東京瓦斯，大阪瓦斯，東
邦瓦斯の瓦斯３社，東京電力，関西電力，中部電力の電力３社）は素材生産企業である。
図21　企業のグローバル化速度
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　部品組立企業10社の中には，部品組立だけでなく素材開発を行う企業もあることは事実であ
る。本論文では，企業の主体が部品組立企業か，素材開発企業か，で分類した。たとえば，パ
ナソニックは，家電などの部品組立企業を脱して，自動車部品開発を強化し主要な事業に育て
ることを表明している。しかし，現時点では，パナソニックは部品組立企業を主体とする企業
である。また，トヨタ自動車も，自動車部品をトヨタ自動車自身が製造する傾向が強いことも
事実である。デンソーやアイシン精機などの系列部品企業に頼らず，自らが新素材や新たな部
品を研究開発し製造している。しかし，トヨタ自動車の主体は，間違いなく部品組立企業と言
える。日立製作所は情報システム，発電システム，建設機械，家電などの部品組立企業である。
小松製作所はブルドーザーやパワーショベルなどの建設機械の部品組立企業であり，安川電機
は産業用ロボットの部品組立企業である。川崎重工は潜水艦，鉄道車両，２輪車の部品組立企
業である。川崎重工は，航空機の胴体パネルやエンジンをボーイングに収める素材開発企業で
もあり，ニューヨークの地下鉄車両の６割を納入した理由は落書きをモップで消せる車両材料
を開発したためである。しかし，川崎重工の主体は部品組立企業である。日産自動車は自動車，
三菱重工は発電所設備や大型産業機械，ユニバーサルエンタテイメントはパチンコ機やパチス
ロ機，竹中工務店はビル建設の部品組立企業である。
　一方，武田薬品は医薬品の新素材を開発する素材開発企業である。旭硝子は液晶ガラス基板
などの素材開発企業である。村田製作所は，積層セラミックコンデンサやセラミック発振子の
素材開発企業である。昭和電工は，石油化学素材やアルミニウムの素材開発企業である。新日
鐵住金は，鉄鋼の素材開発企業である。クラレは，人工皮革や液晶偏光板向けフィルムの素材
開発企業である。日本板硝子は，自動車用板ガラスや建築用板ガラスの素材開発企業である。
東レは，繊維強化複合材料などの素材開発企業である。
　しかし，東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯，東京電力，関西電力，中部電力は，素材を製造す
るが素材開発企業ではない。これらの企業は，製品であるガスや電気を一定の基準で製造すれ
ば販売でき，新たなガスや従来とは異なる電気を開発する必要はない。これらの企業は，素材
開発企業と部品組立企業とはまったく異なる分類に属する企業であると言える。本論文では，
これらの企業を素材生産企業とする。
　図21で最も注目すべきことは，世界的に有名なグローバル企業であるトヨタ自動車や日本企
業で最多の外国特許を出願しているパナソニックの特許グローバル化速度が，上記８社の素材
開発企業の下に位置していることである。すなわち，素材開発企業８社は，トヨタ自動車やパ
ナソニックよりも重要特許を生み出す速度が優れている。パナソニック，トヨタ自動車，日立
製作所，小松製作所，安川電機，川崎重工，日産自動車，三菱重工，ユニバーサルエンタテイ
メント，竹中工務店などの大企業が，素材開発企業の８社に研究開発で後塵を拝している。こ
のように，素材開発企業と部品組立企業の研究開発において明瞭な上下関係が見られる。素材
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開発企業の特許グローバル化速度が部品組立企業よりも大きいと断言できる。言い換えれば，
素材開発企業は部品組立企業よりも多くの重要特許を生み出しており，さらに，その生み出す
速度が加速し続けているため，素材開発企業と部品組立企業の重要特許を生み出す研究開発力
の格差が拡大していると言える。
３章　新日鐵住金の特許グローバル化速度
3─1　品種別の特許グローバル化速度
　新日鐵住金は，粗鋼生産量で日本１位，アルセロール・ミッタル（ルクセンブルグ）に次い
で世界２位である。新日鐵住金は，粗鋼生産量では２位であるが，素材開発力では疑いなく世
界一である。2012年10月に，新日本製鐵と住友金属が合併し，新日鐵住金が誕生した。合併の
目的は，両社統合によるコスト削減だけでなく，両社の技術力を結集し研究開発を加速するこ
とであった。本論文が明らかにしたように特許グローバル化速度から，両社の合併が研究開発
を加速したと言える。すなわち，合併前の新日本製鐵の特許グローバル化速度2.13，合併前の
住友金属の特許グローバル化速度1.18に比べ，合併後の新日鐵住金特許グローバル化速度は2.24
に向上している。これは，合併後，重要特許が数多く生まれていることを表している。つまり，
合併後の特許グローバル化速度の向上は，合併によるシナジー効果と考えられる。
　ここで，新日鐵住金の品種別の特許グローバル化速度に注目して，素材開発企業としての研
究開発力を詳細に研究する。図22が示すように，特許グローバル化速度が最も高い品種は電磁
鋼板である。電磁鋼板の回帰直線はy＝5.9739x－11985　寄与率（R2）0.8094である。特許グロー
バル化速度は5.9739であり，全品種の中で抜群に高い。電磁鋼板は，電気エネルギーと磁気エ
ネルギーの変換効率が非常に高い鋼である。そのため，この鋼板は，発電所のモーターの発電
ロスを低減するなど，省エネルギー対策になくてはならない素材となっている。電磁鋼板は，
最高の研究開発力が不可欠な新日鐵住金の主力商品である。ちなみに，次世代自動車が，電気
図22　新日鐵住金の電磁鋼板のグローバル化速度
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自動車，燃料電池車，ハイブリッド車のいずれになろうと，電磁鋼板は必須の素材であり，自
動車用薄板と並んでトヨタ自動車から絶対の信頼を勝ち得ている品種である。
　古くから新日鐵住金の電磁鋼板は他社が絶対真似ができない研究開発力を有しており，競合
他社は，電磁鋼板の卓越した技術を羨望の眼差しで眺めるだけであった。ところが，韓国のポ
スコが電磁鋼板を突然発売し，その品質は新日鐵住金の電磁鋼板に近いものであり，これは鉄
鋼関係者にとって驚天動地の出来事であった。後日，韓国の裁判所で「ポスコの電磁鋼板の技
術は新日本製鐵の技術である」との証言がなされた。当時の新日本製鐵を退職した元従業員が
ポスコに技術をすべて教えたことが判明した10）。このような事件が起きるように，新日鐵住金
の電磁鋼板の研究開発は，他社を圧倒する研究開発力を持っており，品種別の特許グローバル
化速度においても最高の速度，すなわち，最も多くの重要特許を生み出す品種である。
　図23が示すように，新日鐵住金の品種別の特許グローバル化速度で電磁鋼板の次は，チタン
である。チタンの回帰直線はy＝4.3909x－8813.3　寄与率（R2）0.6043であり，特許グローバ
ル化速度は4.3909である。チタンは重要特許が多い品種であり，その増加速度も大きい。チタ
ンは，軽く高強度で耐食性と耐熱性と生体親和性と無毒性に優れており，航空機のエンジン部
品，発電所のタービンブレード，自動車のエンジン部品，熱交換器，生体医療材料（人工関節
や人工骨や心臓弁やカテーテルやCTスキャナー），建材などに使用されている。その他，車椅
子，ゴルフクラブ，テニスラケット，めがねフレーム，時計，カメラ，自転車など，幅広く使
用されている。
図23　新日鐵住金のチタンのグローバル化速度
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　図24は，新日鐵住金の線材の特許グローバル化を表している。線材の回帰直線はy＝3.2127x
－6446.7　寄与率（R2）0.7462であり，特許グローバル化速度は3.2127である。線材は重要特許
が多い品種であり，その増加速度も大きい。ラジアルタイヤの材料として超高強度のスチール
10）村山博［2014］「研究開発に及ぼす企業合併の影響に関する研究」桃山学院大学環太平洋圏経営研究No15
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ワイヤや建設用材料などに使用される。全品種の中で，最も高い強度を要求される鋼を提供す
るのが線材である。そのため，高強度に関する研究開発は，他の品種に比べ非常に活発である。
　図25は，新日鐵住金の熱延鋼板の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝3.1339x
－6287.5　寄与率（R2）0.7305であり，特許グローバル化速度は3.1339である。熱延鋼板は重要
特許が多い品種であり，その増加速度も大きい。熱延鋼板は，それ自体でも広く使用されるが，
冷延鋼板や表面処理鋼板や電縫鋼管やスパイラル鋼管に加工されるため，素材のための素材と
言える品種である。鋼が持つ強度や靭性や延性などの品質は，ほとんど熱延鋼板の段階で決定
されるため，鉄鋼材料として極めて重要な素材であり，その研究開発は重要特許を数多く生み
出している。
図25　新日鐵住金の熱延鋼板のグローバル化速度
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　図26は，新日鐵住金の軌条の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝2.9297x－
5878.5　寄与率（R2）0.627であり，特許グローバル化速度は2.9297である。軌条は重要特許が
多い品種であり，その増加速度も大きい。軌条は，新幹線などの鉄道用レールであり，耐摩耗
性，溶接性，高寸法精度を要求され，矛盾する特性を調和させるため研究開発が必要になる。
新日鐵住金の軌条に関する研究開発力の高さは古くから知られている。富士製鉄と八幡製鉄の
図24　新日鐵住金の線材のグローバル化速度
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合併時，独占禁止法を回避するため，競争相手であった日本鋼管（現在JFEスチール）に，軌
条に関する研究開発成果を譲渡した経緯がある。JR各社が狙う新幹線の輸出において，新日
鐵住金の軌条の高い技術力はJR各社の強い味方になることは間違いない。
　図27は，新日鐵住金の冷延鋼板の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝2.78x
－5579.2　寄与率（R2）0.6097であり，特許グローバル化速度は2.78である。冷延鋼板は重要特
許が多い品種であり，その増加速度も大きい。冷延鋼板は，自動車などに多用されるため，深
絞り性，穴広げ性，延性，フランジ加工性，塗装性，溶接性，高強度などの多くの特性を同時
に求められる。自動車会社の要求も年々厳しくなるため，自動車会社との共同研究だけでなく，
素材開発企業としての独自開発が重要となっている。
図27　新日鐵住金の冷延鋼板のグローバル化速度
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　図28は，新日鐵住金の鋼管の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝2.6891x－
5387.6　寄与率（R2）0.6716であり，特許グローバル化速度は2.6891である。鋼管は重要特許が
多い品種であり，その増加速度も大きい。鋼管には，継目無鋼管，UOE鋼管，スパイラル鋼管，
電縫鋼管，鍛接管などがある。石油・天然ガスの掘削用油井用鋼管やラインパイプ，発電所の
図26　新日鐵住金の軌条のグローバル化速度
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ボイラーチューブ，大型建設用鋼管，プロペラシャフトやエキゾーストパイプなどの自動車用
鋼管，水道管，ガス管，建築用構造鋼管など非常に幅広い用途で使用されている。鋼管は，ほ
ぼ100％が輸出される油井用鋼管やラインパイプのようにエネルギー関連が多いため，海外の
顧客を視野に入れた商品開発が非常に多い。
　図29は，新日鐵住金の厚板の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝2.5661x－
5146.5　寄与率（R2）0.2899であり，特許グローバル化速度は2.5661である。厚板は重要特許が
比較的多い品種であり，その増加速度も大きい。厚板は，発電所の圧力容器に使用される極厚
大単重厚板，造船用厚板，極低温用９％Ni厚板，潜水艦用厚板，建築用厚板，橋梁用厚板があ
る。厚板は，極めて苛酷な環境で使用されることが多く，溶接性，高強度，低温靭性，耐候性，
耐食性，耐海水性，耐海浜性，高温クリープ特性などが要求されるため，研究開発が非常に重
要である。
図29　新日鐵住金の厚板のグローバル化速度
y = 2.5661x - 5146.5 
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　図30は，新日鐵住金の表面処理鋼板の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝
2.4024x－4818.7　寄与率（R2）0.6919であり，特許グローバル化速度は2.4024である。表面処
図28　新日鐵住金の鋼管のグローバル化速度
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理鋼板は，融けた亜鉛などの金属に鋼板を潜らせる溶融メッキ鋼板と，薄く均一なメッキ厚み
の電気メッキ鋼板の２種類がある。さらに，表面処理鋼板は，亜鉛メッキ，アルミメッキ，亜
鉛アルミメッキ，ターンメッキ（スズ鉛メッキ），スズ亜鉛メッキ，ニッケル亜鉛メッキ，銅メッ
キ，ブリキ，ティンフリースチール，ラミネート鋼板（樹脂皮膜），ホーロー鋼板などの表面
処理素材に分類される。耐食性，プレス成形性，加工性，溶接性など使用場所に要求される特
性は多種多様である。表面処理鋼板は，エアコン，冷蔵庫，洗濯機，電子レンジなどの家電材
料，容器缶，自動車用鋼板，自動販売機用鋼板，住宅建築用材料，鋼製家具，道路標識などの
用途がある。それぞれの用途ごとに研究開発が異なるため，顧客との共同研究を通じて，広範
囲な研究開発が重要になっている。
図30　新日鐵住金の表面処理鋼板のグローバル化速度
y = 2.4024x - 4818.7 
R² = 0.6919
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　図31は，新日鐵住金のステンレス鋼の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝
1.8097x－3625.6　寄与率（R2）0.6211であり，特許グローバル化速度は1.8097である。ステン
レス鋼は，他の品種に比べ鋼材単価が高い高級品であるが，重要特許が比較的少なく，その増
加速度は幾分小さい。ステンレス鋼に含まれるクロムCrとニッケルNiが不動態皮膜を作るた
図31　新日鐵住金のステンレス鋼のグローバル化速度
y = 1.8097x - 3625.6 
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め，ステンレス鋼は耐食性に非常に優れている。そのためステンレス鋼はメッキや塗装を必要
としない。オーステナイト系ステンレス鋼，マルテンサイト系ステンレス鋼，フェライト系ス
テンレス鋼，二層ステンレス鋼がある。建築用外壁材，鉄道車両材料，化学工場設備部品，医
療機械器具，食器，キッチンシンク，機械構造部品，航空機部品などに幅広く使用されている。
　図32は，新日鐵住金の棒鋼の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝1.7745x－
3561.9　寄与率（R2）0.6243であり，特許グローバル化速度は1.7745である。棒鋼は重要特許が
少ない品種であり，その増加速度は小さい。棒鋼は，鉄筋コンクリート構造物などにコンクリー
トと共に使用される。新日鐵住金の棒鋼の日本国内シェアは，電炉メーカーより少ない。一部
の特殊な用途を除き，電炉メーカーの低価格化競争に太刀打ちできない状況である。そのため，
新日鐵住金の棒鋼の研究開発は，他の品種に比べ低調で，海外市場を目指した重要特許は少
な｠い。
図32　新日鐵住金の棒鋼のグローバル化速度
y = 1.7745x - 3561.9 
R² = 0.6243
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　図33は，新日鐵住金の形鋼の特許グローバル化を表している。その回帰直線はy＝1.3897x－
2787.1　寄与率（R2）0.1854であり，特許グローバル化速度は1.3897である。形鋼は重要特許が
最も少ない品種であり，その増加速度は非常に小さい。形鋼は，Ｈ形鋼，山形鋼，Ｉ形鋼，溝
図33　新日鐵住金の形鋼のグローバル化速度
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形鋼，平鋼，Ｚ形鋼，鋼矢板などがある。形鋼は，超高層ビルや長大橋などの建築，橋梁，船
舶，鉄塔，岸壁，高速道路の基礎杭材料や土木用材料に使用されている。ちなみに，橋梁に使
われる形鋼の価格は重量に比例する慣例があるため，他の品種のように高強度化して形鋼を軽
量化すると，逆に価格が低下する。そのため，形鋼は新日鐵住金の研究開発力を発揮できない
品種と言える。上記の棒鋼と同様に，新日鐵住金の形鋼国内シェアは，電炉メーカーの東京製
鐵より小さい。形鋼の研究開発は，他の品種に比べ不活発になっており，重要特許を生み出す
ことはほとんどない。
　図34は，新日鐵住金の品種別の特許グローバル化速度を図示したものである。新日鐵住金の
特許グローバル化速度を上回っている品種が12品種中で９品種あり，それを下回る品種は３品
種だけである。その９品種は，電磁鋼板，チタン，線材，熱延鋼板，軌条，冷延鋼板，鋼管，
厚板，表面処理鋼板である。これは，新日鐵住金の特許には，品種に関する特許の他に，設備
や操業に関する特許が数多く出願されているためである。これらの特許は，品種に関する特許
よりも外国出願が少なく，ほとんどが国内特許である。このように，新日鐵住金は，設備や操
図34　新日鐵住金の品種別のグローバル化速度 
　　　 住友金属（2005年～2012年），新日本製鐵（2005年～2012年）， 
新日鐵住金（2005年～2014年） 
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業に関する特許を国内出願し，主要９品種だけを重要特許と位置付け，外国出願する知的財産
戦略を採用していることが分かる。
3─2　製品別の特許グローバル化速度
　図35は，新日鐵住金の製品別の特許グローバル化速度を示している。新日鐵住金の特許グロー
バル化速度2.24を超える特許グローバル化速度を有する製品は，方向性電磁鋼板≪8.9364｠≫11），
高炭素鋼線材≪8.8891≫，油井用鋼管≪8.0121≫，電子ビーム用鋼≪7.9588≫，金属箔≪6.4636≫，
マルテンサイト系ステンレス鋼≪6.3036≫，α＋β型チタン合金≪5.0509≫，高強度鋼
≪4.6673≫，ホットスタンプ用鋼板≪4.5273≫，耐疲労用線材≪4.2424≫，無方向性電磁鋼板
≪3.8327≫，フェライト系ステンレス鋼≪2.6006≫の12製品である。これらの新日鐵住金の主
力製品は，重要特許を数多く生み出しており，新日鐵住金の特許グローバル化速度を加速して
いる。
　方向性電磁鋼板の特許グローバル化は，y＝8.9364x－17929　寄与率（R2）0.8472である。電
磁鋼板の最高級品である方向性電磁鋼板の研究開発は非常に活発で，新日鐵住金の製品の中で
図35　新日鐵住金の製品別のグローバル化速度  
　　　（新日鐵住金のグローバル化速度を上回る製品）
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11）≪　≫内は，特許グローバル化速度である。
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最高の特許グローバル化速度である。この製品には重要な特許が多いことを示している。元従
業員によるポスコへの重要技術の遺漏事件が，方向性電磁鋼板の研究開発を加速させていると
考えられる。また，電磁鋼板が使用される電気自動車の普及や省エネ対策の進展により，方向
性電磁鋼板の需要が増加することは間違いなく，今後とも新日鐵住金の方向性電磁鋼板の研究
開発は刮目に価する日々が続く。最近の注目特許は，WO2012/096350「方向性電磁鋼板及び
その製造方法」とWO2012/033197「方向性電磁鋼板」である。
　高炭素鋼線材の特許グローバル化は，y＝8.8891x－17829　寄与率（R2）0.4346である。高炭
素鋼線材の特許グローバル速度は，方向性電磁鋼板とほぼ同じレベルであり非常に高い。線材
は，鋼材の中で最も高強度を求められる。そのため，鋼中の炭素量を高めると高強度になるが，
延性が劣化するため製造が難しくなる。高炭素鋼線材に関する研究開発の成果は，これを解決
する方法を提案するものが多い。合併前の新日本製鐵と住友金属の両社とも，この分野で高い
技術力を有していた。その後の合併は，特許グローバル速度から見て，単純に両社を合わせた
ものではなく，両社の研究開発を越えるシナジー効果（合併による相乗効果）をもたらしたと
考えられる。最近の注目特許は，WO2012/118093「伸線性及び伸線後の疲労特性に優れた高
炭素鋼線材」とWO2011/055746「加工性に優れた高炭素鋼線材」である。
　油井用鋼管の特許グローバル化は，y＝8.0121x－16057　寄与率（R2）0.7197である。油井用
鋼管の特許グローバル化速度は，新日鐵住金の製品トップ３であり非常に高い。石油や天然ガ
スを輸送するラインパイプは，新日本製鐵と住友金属の両社研究開発力が拮抗していたが，石
油や天然ガスを掘削する継目無鋼管の油井用鋼管は，住友金属が世界一の研究開発力を有して
いた。一方，電縫鋼管による油井用鋼管は新日本製鐵が先行していた。この意味から両社の合
併は，この分野における同社の地位を揺るぎないものとしたと言える。最近の注目特許は，
WO2008/123425「低合金油井用鋼管用鋼および継目無鋼管」とWO2008/117680「坑井内で拡
管される拡管用油井用鋼管及び拡管用油井用鋼管に用いられる２相ステンレス鋼」である。
　電子ビーム用鋼の特許グローバル化は，y＝7.9588x－15975　寄与率（R2）0.6015である。電
子ビーム溶接は，他の溶接方法に比べ大量のエネルギーを鋼材に投入するため，鋼材の溶接熱
影響部の金属組織を劣化させる。鋼材には電子ビーム溶接のみで溶接できるものもある。その
ため，電子ビーム用鋼は，溶接熱を受けても金属組織を劣化しないように研究開発が不可欠に
なる。最近の注目特許は，WO2012/070360「電子ビーム溶接継手及び電子ビーム溶接継手用鋼
板とその製造方法」とWO2012/070355「電子ビーム溶接継手及び電子ビーム溶接用鋼材」である。
　金属箔の特許グローバル化は，y＝6.4636x－12975　寄与率（R2）0.3693である。新日鐵住金
は，電子部品用に世界最高レベルの極薄８μmの金属箔を開発している。これは，高強度，エッ
チング性，プレス加工性に優れた特性を持っている。また，樹脂フィルムラミネートステンレ
ス箔や，有機無機ハイブリッド酸化物膜被覆のステンレス箔が開発され，リチウムイオン電池
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素材，電気二重層キャパシタ用外装材，電子機器用フレキシブル基板に使用されている。最近
の注目特許は，WO2012/067146「基材用金属箔」とWO2012/067143「基材用金属箔及びその
製造方法」である。
　マルテンサイト系ステンレス鋼の特許グローバル化は，y＝6.3036x－12639　寄与率（R2）
0.5141である。ステンレス鋼の耐食性は，基本的にクロムCr含有量に依存し，モリブデンMo，
チタンTi，ニオビウムNbなどの添加物により変化する。クロムが11.5～14％含まれるとマルテ
ンサイト系ステンレス鋼になり，その代表が13％Crステンレス鋼である。マルテンサイト系
ステンレス鋼は，他のステンレス鋼にない焼入れ熱処理が可能で，硬さなどの性質を変幻自在
に変えることができるため，新製品開発が活発である。しかし，硬さは脆さと同居するため研
究開発が重要となる。最近の注目特許は，WO2012/157680「自転車のディスクブレーキロー
タ用マルテンサイト系ステンレス鋼板およびその製造方法」とWO2008/023702「マルテンサ
イト系ステンレス鋼」である。
　α＋β型チタン合金の特許グローバル化は，y＝5.0509x－10140　寄与率（R2）0.4618である。
合併前の新日本製鉄も住友金属もチタンの研究に熱心であった。両社の情熱を引き継いだ新日
鐵住金は，チタンの研究開発が非常に活発である。チタンの結晶構造は稠密六方格子のαチタ
ンと，体心立方格子のβチタンがある。900度Ｃ以上の温度から急冷すると，αチタンとβチ
タンの両方が共存するα＋β型チタン合金ができる。α＋β型チタン合金の特徴は，高強度，
延性，靭性，耐熱性，加工性に優れている。熱処理や加工条件で，α＋β型チタン合金の性質
が変化するため，さまざまな研究開発が必要となる。最近の注目特許は，WO2012/115243「冷
間でのコイル取扱性に優れた高強度α＋β型チタン合金熱延板及びその製造方法」と
WO2011/068247「α＋β型チタン合金製部品，及びその製造方法」である。
　高強度鋼（高張力鋼またはハイテンとも呼ばれる）の特許グローバル化は，y＝4.6673x－
9365.9　寄与率（R2）0.6584である。鋼材の競合材料は，アルミニウム，チタン，マグネシウム，
炭素繊維などの繊維強化複合材料などである。これらの競合材料に比べ，鋼材は比重が大きく
顧客の要求する軽量化で問題がある。そこで，新日鐵住金は，鉄鋼材料以外の材料に引けを取
らない高強度化による軽量化を目指し研究開発を続けている。最近の注目特許は，
WO2012/060405「高強度鋼板及びその製造方法」とWO2011/142285「高強度鋼板とその製造
方法」である。
　ホットスタンプ用鋼板の特許グローバル化は，y＝4.5273x－9088.5　寄与率（R2）0.476である。
室温で鋼板をプレス加工すると，スプリングバック（弾性変形）が発生しプレス後の鋼板の寸
法精度が悪く，加工によるひび割れやしわが発生しやすい。ホットスタンプは高温に熱した鋼
をプレス加工する新しい技術であり，それに適したホットスタンプ用鋼板の研究開発が活発で
ある。最近の注目特許は，WO2012/128225「ホットスタンプ部材用鋼板およびその製造方法」
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とWO2012/053637「ホットスタンプ用鋼板及びホットスタンプ用鋼板の製造方法」である。
　耐疲労用線材の特許グローバル化は，y＝4.2424x－8515.2　寄与率（R2）0.3712である。鋼
は破壊強度以下の小さな力で繰り返し変形が加わると疲労し破断することがある。この疲労は，
鋼の破壊強度以下で鋼材が切断するため，鋼の規格強度で構造物を設計できなくなり，非常に
大切な問題である。なかでも，線材は小さな力で繰り返し変形が加わる用途が多いため，耐疲
労用線材の研究開発は重要である。最近の注目特許は，WO2009/054530「高温での面圧疲労
強度に優れた浸炭窒化高周波焼入れ鋼部品及びその製造方法」とWO2012/073896「熱間鍛造
用圧延棒鋼または線材」である。
　無方向性電磁鋼板の特許グローバル化は，y＝3.8327x－7689.4　寄与率（R2）0.5684である。
無方向性電磁鋼板は，結晶の方向がランダムになるように製造されたもので，モーターの鉄芯
や発電機の素材に使われる。無方向性電磁鋼板は比較的活発な研究開発が行われている。最近
の注目特許は，WO2012/141206「高強度無方向性電磁鋼板」とWO2012/017933「無方向性電
磁鋼板の製造方法」である。
　フェライト系ステンレス鋼の特許グローバル化は，y＝2.6006x－5220　寄与率（R2）0.6108
である。フェライト系ステンレス鋼は，マルテンサイト系ステンレス鋼のように高強度にでき
ない代わり，耐食性が優れ，延性，溶接性，耐酸化性，耐高温腐食性が優れている。フェライ
ト系ステンレス鋼の代表は18％Crステンレス鋼である。最近の注目特許は，WO2012/036313「耐
酸化性に優れた耐熱フェライト系ステンレス鋼板」とWO2011/122513「表面光沢と耐銹性に
優れたフェライト系ステンレス鋼板およびその製造方法」である。
４章　素材開発企業における主力製品の特許グローバル化速度
　図36は，素材開発企業の主要３製品の特許グローバル化速度を示している。武田薬品の糖尿
病治療薬の特許グローバル化は，y＝7.7636x－15540　寄与率（R2）0.4549である。癌治療薬は，
y＝6.5515x－13102　寄与率（R2）0.4721である。アルツハイマー治療薬は，y＝5.8776x－
11756　寄与率（R2）0.2146である。糖尿病治療薬，癌治療薬，アルツハイマー治療薬の特許
グローバル化速度が大きいことから，武田薬品はこれら３薬に研究開発の勢力を注いでいるこ
とが分かる。さらに，特許グローバル化速度が最も大きい糖尿病治療薬≪7.7636≫は，癌治療
薬≪6.5515≫，アルツハイマー治療薬≪5.8776≫よりも武田薬品の期待度が大きいことが明瞭
である。
　旭硝子の有機LED素子の特許グローバル化は，y＝10.847x－21760　寄与率（R2）0.6111で
ある。有機EL素子は，y＝9.0485x－18139　寄与率（R2）0.9206である。無アルカリガラスは，
y＝6.283x－12585　寄与率（R2）0.3593である。旭硝子の有機LED素子≪10.847≫，有機EL素
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子≪9.0485≫，無アルカリガラス≪6.283≫の特許グローバル化速度が大きいことから，旭硝子
はこれら３素材の研究開発に傾注していることが分かる。なかでも，有機LED素子と有機EL
素子の特許グローバル化速度は非常に大きく，旭硝子が総力をあげて取り組んでいると考えら
れる。
　村田製作所の二次電池素材の特許グローバル化は，y＝7.7588x－15573　寄与率（R2）0.7286
である。圧電デバイスは，y＝4.3067x－8617.6　寄与率（R2）0.1002である。積層セラミック
コンデンサは，y＝1.9097x－3815.4　寄与率（R2）0.1394である。村田製作所の積層セラミッ
クコンデンサ≪1.9097≫は有名であるが，現在の研究開発の主力は二次電池素材≪7.7588≫や
圧電デバイス≪4.3067≫に変わっていると考えられる。
　昭和電工の燃料電池素材の特許グローバル化は，y＝6.7188x－13474　寄与率（R2）0.4441で
ある。炭素繊維は，y＝6.3721x－12783　寄与率（R2）0.7705である。リチウムイオン二次電池
素材は，y＝5.5145x－11055　寄与率（R2）0.222である。昭和電工の燃料電池素材≪6.7188≫，
図36　 素材開発企業における主力製品のグローバル化速度
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炭素繊維≪6.3721≫，リチウムイオン二次電池素材≪5.5145≫の３製品は，昭和電工が最も力
を入れている製品である。
　上述のように，新日鐵住金の方向性電磁鋼板の特許グローバル化は，y＝8.9364x－17929　
寄与率（R2）0.8472である。高炭素鋼線材は，y＝8.8891x－17829　寄与率（R2）0.4346である。
油井用鋼管は，y＝8.0121x－16057　寄与率（R2）0.7197である。このように，方向性電磁鋼板
≪8.9364≫，高炭素鋼線材≪8.8891≫，油井用鋼管≪8.0121≫の３製品は，特許グローバル化
速度が非常に大きい。
　クラレの燃料電池素材の特許グローバル化は，y＝9.8103x－19684　寄与率（R2）0.7662であ
る。太陽電池素材は，y＝3.197x－6416.7　寄与率（R2）0.6221である。光学フィルムは，y＝2.5164x
－5036.1　寄与率（R2）0.2184である。クラレの燃料電池素材≪9.8103≫の特許グローバル化速
度は非常に大きい。クラレの太陽電池素材≪3.197≫と光学フィルム≪2.5164≫は，特許グロー
バル化速度があまり大きくない。
　日本板硝子のガラス基板の特許グローバル化は，y＝4.5018x－9021　寄与率（R2）0.1416で
ある。自動車用ガラスは，y＝2.7479x－5501.5　寄与率（R2）0.2825である。ガラスフィラ （ー家
電や自動車に使われるガラス繊維入り強化プラスチック）は，y＝2.4242x－4851.5　寄与率（R2）
0.0441である。日本板硝子のガラス基板≪4.5018≫の特許グローバル化速度は大きい。日本板
硝子の自動車用ガラス≪2.7479≫とガラスフィラー≪2.4242≫は，特許グローバル化速度があ
まり大きくない。
　東レの転写フィルムの特許グローバル化は，y＝2.3739x－4758.9　寄与率（R2）0.2637である。
太陽電池素材は，y＝1.6212x－3242.4　寄与率（R2）0.2488である。繊維強化複合材料は，y＝
1.5824x－3170.6　寄与率（R2）0.4438である。東レの転写フィルム≪2.3739≫，太陽電池素材
≪1.6212≫，繊維強化複合材料≪1.5824≫の特許グローバル化速度は，他の素材開発企業の製
品と比べ大きくない。
　図37は，素材開発企業の主力製品を特許グローバル化速度の順番に並べたものである。特許
グローバル化速度のトップ10は，新日鐵住金が３製品，旭硝子が２製品，武田薬品が２製品，
クラレが１製品，村田製作所が１製品，昭和電工が１製品である。図21の企業の特許グローバ
ル化速度で示したように，素材開発企業８社の中で５位であった新日鐵住金が，トップ10に３
製品も入っている。その理由は，新日鐵住金は，製品以外の設備や操業や工程管理や工場管理
に関する特許では国内特許出願が多く，一方，特定の戦略製品を優先して外国特許出願してい
るためである。すなわち，新日鐵住金は，特定の製品に研究開発を重点化し，重要特許を生み
出す研究開発システムを構築していると考えられる。そのため，企業全体の特許グローバル化
速度はそれほど大きくなくても，主要な製品の特許グローバル化速度が非常に高い。素材開発
企業における主力製品の絞り込みが，新日鐵住金では成功していると言える。
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５章　素材開発企業の研究開発力の源泉
5─1　業界に縛られない素材開発企業
　新日鐵住金の競争相手は，JFEスチールなどの鉄鋼会社だけではなく，アルミニウムやチタ
ンやマグネシウムなどの非鉄金属業界，炭素繊維などの繊維業界，セラミック業界，石油化学
業界など，多岐にわたる。素材開発企業の特徴は，特定の業界内だけでなく，業界を越えた競
争が激しいことである。
　新日鐵住金が自動車会社に納入する自動車用外板（表面処理鋼板や冷延鋼板）やプロペラシャ
フト（鋼管や棒鋼）は，自動車を軽量化するため東レなどが製造する炭素繊維に代替する動き
がある。自動車のガソリン燃料タンクはターンメッキ鋼板（スズ鉛メッキした鋼板）で製造さ
れていたが，クラレなどが製造するプラスチック製の燃料タンクに置き換わる可能性がある。
図37　 素材開発企業における主力製品のグローバル化速度
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プラスチック製の燃料タンクは，ガソリンの揮発を防止し，自動車を軽量化できるためである。
自動車のコネクティングロッド（コンロッドとも呼ばれ，ピストンの往復運動を回転運動に変
える部品）は，鋼材に代えてアルミニウム合金やチタンやFRM（繊維強化金属）を採用して
軽量化する可能性が高い。日本コカ・コーラは，コーヒー容器のスチール缶（ティンフリース
チール）からアルミニウム缶への切り替えを発表した。ブリヂストンは，自動車のタイヤ素材
を天然ゴムから石油を原料とする合成ゴム主体に切り替える方針を明らかにした。パソコンや
テレビの表示材料は，ブラウン管から液晶に，さらに有機ELになり，ディスプレイ素材の業
界が次々と変化している。
　このように，素材開発は業界の壁を簡単に越えることが特徴である。素材の変化は非常に激
しく，同じ業界内で変化することはむしろ珍しい。素材開発企業の企業間競争において業界の
縛りは意味をなさない。そのため，新日鐵住金は，鉄や鋼以外に，チタンなどの非鉄金属，
SiC炭化珪素の半導体素材，炭素繊維強化プラスチックCFRP，金や銅のボンディングワイヤ，
高機能セラミックなどの研究開発に非常に熱心である。ちなみに，新日鐵住金によるSiC炭化
珪素の半導体素材の特許グローバル化は，y＝2.0982x－4211.4　寄与率（R2）0.607であり，特
許グローバル化速度は2.0982で，かなり大きい。新日鐵住金が鉄鋼材料以外の研究開発12）を急
ぐ理由は，総合素材開発企業へ転身したいためである。
　一方，自動車業界では，トヨタ自動車，日産自動車，本田技研が競合し，世界では米GMや
独VWなどが競合し，テスラモーターが新規参入し，強力な新製品が自動車販売のシェアを変
化させることはあるが，素材開発企業のような業界を越える変化は皆無である。つまり，部品
組立企業は一つの業界内だけで競争していると言える。他方，素材開発企業には元々業界とい
う壁は極めて希薄で，誰でも簡単に越えられるため，鉄鋼業界と化学繊維業界が競合し，ガラ
ス業界と石油化学業界が競合することは日常茶飯事である。
　素材開発企業は，競争相手の境界が希薄であるだけでなく，顧客企業の境界もまったく存在
しない。たとえば，カーボンナノチューブ素材が開発されると，ゴルフボール，ゴルフクラブ，
テニスラケット，メガネフレーム，ボウリングボールの素材だけでなく，人体に有害なフリー
ラジカルを無害化するラジカルスポンジなどの医療用途や，太陽電池用素料や燃料電池用素材
や半導体素材や化粧品素材など，業界を越えた適用が広がる。このように，素材開発企業は，
業界以外の企業の動向を常に注視する風土が染み付いており，業界の壁だけでなく，国内市場
と海外市場という国境の意識もほとんどない。素材開発企業は，画期的な新素材を開発すると，
12）新日鐵住金の半導体素材の特許　WO2012/127703，WO2012/090946，公開2014-201509，公開2014-
201508，公開2014-125424，公開2014-47120，公開2014-47096，公開2014-40342，公開2014-19614，公開
2014-19608，公開2013-147397，公開2013-112553，公開2013-1619，公開2012-193055，公開2012-180244，
公開2012-140267，公開2012-136388，公開2012-136386，公開2012-101960，公開2012-46384
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それを適用する顧客の業界も用途も限定されることはない。すなわち，素材開発企業は，改め
てグローバル化と言う必要がない程，元々グローバル化に積極的な企業が多い。
5─2　素材力だけを磨く素材開発企業
　素材開発企業の製品は，リバースエンジニアリングにより製品を分解しても競合他社が簡単
には製造できない特徴がある。上述の新日鐵住金の電磁鋼板がその典型例である。特許をすべ
て読んで理解し，さらに，電磁鋼板を徹底的にリバースエンジニアリングしても，誰も製造で
きない。そこには，ノウハウが隠されているためである。一方，部品組立企業の製品は，リバー
スエンジニアリングにより技術が開示されるため，リバースエンジニアリングを掻い潜りノウ
ハウを温存することは不可能である。そのため，ほとんどの部品組立企業では，競合他社の新
製品をリバースエンジニアリングすることが慣例となっている。たとえば，自動車を解体する
と，構造設計や部品の配置や寸法などが判明する。
　ところが，素材の場合は，同じ化学成分にしても同じ材質や品質が得られない。それは，鋼
材の加熱条件，圧延条件，冷却条件，加工条件を変えることにより，同一化学成分でも材質や
品質が大きく異なるためである。素材開発企業は，素材の合金成分や含有量は分析すれば誰で
も簡単に分かるため，特許請求範囲に必ず入れる。しかし，素材開発企業は，合金の投入時期
や投入方法を，あえて特許請求範囲に入れずに，公開しないノウハウや秘密情報とする場合が
多い。特許にすべて公開するのではなくノウハウとして秘密にする手法は，素材開発企業の特
徴である。一方，部品組立企業の特許は，すべてを開示しないと特許庁が特許を許諾してくれ
ない可能性が高く，素材開発企業のようにノウハウを秘蔵または隠蔽することは難しい。すな
わち，素材には特許だけでなくノウハウという透かしを埋め込むことができることが，特定の
素材開発企業がキーテクノロジーを独占でき，他社が真似のできない排他的な素材を生み出せ
る理由である。
　素材開発企業は部品組立企業よりも基本特許（最重要特許）を得やすい。素材自体の特許，
すなわち，物質特許（物質や素材自体を特許範囲とする特許）を取得できれば，非常に権利範
囲が広く強い特許になる。物質特許は，どのような方法でも，どのような用途でも，どのよう
な条件でも，その物質を少しでも使用すれば，その特許に抵触することになる。その物質特許
を取得した企業が予想もしなかった企業から許諾依頼が殺到し，巨額のライセンス料が素材開
発企業に舞い込む事例は多い。素材開発企業の特許は，特許請求範囲が特定の物質に限られる
ため，特許権利範囲が広い。特許権利範囲が広いと，競合他社が模倣し，別の手段で回避する
ことが非常に難しくなる。そのため，競合他社はその分野の素材開発を止めるか，高額のライ
センス料を支払ってでも継続するかの決断を迫られる。このように物質特許は絶大な力を発揮
す｠る。
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　逆に，部品組立企業のプロセス特許（組み立て手段や製造方法を特許範囲とする特許）は，
特許権利範囲が狭くなりがちで，競合他社が特許請求範囲の一部でも回避できると，その特許
の有効性はなくなる。部品組立企業は，基本特許を取得することは極めて難しいが，素材開発
企業が基本特許を取得することは，部品組立企業ほど難しくはない。すなわち，素材開発企業
は，部品組立企業の特許に比べ，競合する素材開発企業が先に特許を取得するとダメージが大
きいが，逆に，競合する素材開発企業よりも先に特許を取得すれば大きな利益が得られる特徴
を持っている13）。
　物質特許を取得した後であっても，異なった用途で新たな効果があれば，新たに別の特許を
取得できる。これは，用途発明と呼ばれ，物質特許に許された特典である。素材開発企業が用
途発明を得やすいのは間違いない。逆に，部品組立企業が用途発明を取得することは不可能に
近い。現在の特許法は，物質特許や用途発明を認めていることから，素材開発企業を優遇して
いると言える。ちなみに，癌，アルツハイマー病，糖尿病は，それぞれ違う病気であり，異な
る医薬品が使われてきたが，最近，それらは同じ慢性炎症であることが分かってきた14）。近い
将来，NMN15）のような一つの新薬（新素材）が，アルツハイマー病，糖尿病などのさまざま
な病気を治す各種の用途発明として認められる可能性が高い。
5─3　顧客に鍛えられる素材開発企業
　素材開発企業の特徴は，顧客が個人ではなく企業であることである。一般的に，個人の顧客
は，価格やブランドやデザインだけを見て購入する。しかし，顧客である企業は専門家であり，
購入する素材の知識も豊富で，その品質や材質にきめ細かく注文や要望を付ける。この注文や
要望が素材開発企業を進化させ発展させることになる16）。この顧客企業と素材開発企業との密
13）泉谷渉［2011］「先端素材業界ハンドブック」東洋経済新報社　「ガリウムヒ素半導体の材料となる基板ウ
エハーの世界で独り勝ちしているのが，住友電気工業。ニッポン高度紙工業は，コンデンサ用材料で世界シェ
アトップ。旭硝子は，フラットパネルディスプレイ向けのガラス基板で世界一。日東電工は，液晶向けフィ
ルムで世界一。素材開発企業は，画期的な新素材を開発し，あっという間に世界でのシェアを獲得する。
他の素材では代替できない特性があれば，顧客は購入せざるをえなくなる。価格交渉は素材開発企業に有
利になる。日本の素材開発企業が高収益なのは，先端素材で世界の先頭を走り，価格を下げないことにある」
14）水島徹［2015］「創薬が危ない」講談社　「慢性炎症で生まれた活性酸素は，正常細胞のDNAを傷つけ癌
になり，神経細胞ではアルツハイマー病のタンパク質を増やし，脂肪細胞からインシュリン抵抗性を高め
る物質を作ることが分かってきた」
15）NHKスペシャル製作班［2015］「NEXT WORLD」NHK出版　「NMN（ニコチンアミド・モノヌクレオチ
ド）は糖尿病に限らず，さまざまな臓器や眼，さらに脳などの老化にともなう症状を改善する」
16）小池和男［2015］「なぜ日本企業は強みを捨てるのか」日本経済新聞出版社　「巨大鋼板メーカー，ガラス
メーカー，タイヤメーカーはそれぞれ自動車メーカーと密に連絡し，相談しながら研究開発に努めて↗
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着した関係は，日本独特のものであり，外国の素材開発企業には顧客企業との濃密な関係はな
い。日本企業は素材開発の重要性を理解しており，素材の品質には妥協しない顧客企業が多い。
つまり，顧客企業が素材開発企業を育て鍛え上げることが多くなる17）。一方，部品組立企業で
あるトヨタ自動車の顧客は，もっと価格を安くして欲しい，燃費を良くして欲しい，などの要
望は出すが，ほとんどの顧客は自動車の専門家ではないので，トヨタ自動車と共同開発する顧
客はいない。すなわち，部品組立企業は，顧客に鍛えてもらうチャンスがなく，素材開発企業
よりも甘やかされて育つ場合が多くなる。
　素材開発企業の名前は，最終製品にはほとんど表示されないため，最終顧客が購入するとき
に素材開発企業のブランドの訴求力は意味をなさない18）。素材開発企業は，ブランドを強調で
きない分，素材力を研ぎ澄ます必要があると言える。ブランド力に頼れない分，素材開発自体
に全力を注ぐ必要に迫られるのが素材開発企業である。素材開発企業は，部品組立企業のよう
なテレビCMにお金を払う必要がないが，新素材開発のために多額の研究開発費を投入しなけ
ればならない宿命を持っている。パナソニックやトヨタ自動車のテレビCMはあるが，新日鐵
住金や昭和電工のテレビCM19）はない。部品組立企業のブランド戦略は，素材開発企業の研究
開発戦略と置換できる。すなわち，素材開発企業は，世の中にあるすべての素材を圧倒する新
素材を研究開発で創り出すしか生き残る道はないと言える。
　ところで，企業の特許が強すぎるため市場が拡大せず失敗する場合がある。そこで，特許を
オープンにして競合他社の参入を促し市場を拡大する手段，換言すれば，特許のパブリックド
メイン化が有効になる。たとえば，トヨタ自動車の燃料電池車に関する特許は，競合他社でも
使用可能にする発表が行われた。これで競合他社も燃料電池車に参入すれば，社会のインフラ
整備が促進され，トヨタ自動車は単独で燃料電池車を普及するより多くの利益を得られる。こ
れは，部品組立企業だけの話であり，素材開発企業には特許のパブリックドメイン化は存在し
ない。素材開発企業が特許権で独占しても，すべての部品組立企業が同じ素材を購入するため，
　↘いる。トヨタは新日鐵に面倒な注文をだす。自動車の外販に西欧や米以上の強さを要求する。トヨタはペ
ンキ塗りの工数を節約するために，その回数を減らしても強度が落ちないような鋼板を要求した。コイル
状の両端でしわのでない鋼板をトヨタは要求した。これは新日鐵から聞いたことだが，こうしたトヨタの
要求によって，どれほど鉄鋼メーカーの技術が鍛えられたか，どれほど向上したか，という話であった」
17）瀧井宏臣［2013］「ダントツ技術」祥伝社　「新素材は物作りに時間がかかるだけでなく，社会に評価され
るまでに時間がかかります。その間，顧客に助言してもらいながら素材のレベルを上げていきますが，そ
の時間がとても重要なのです。レベルアップした素材が社会のニーズとうまくマッチすれば，他社は簡単
にマネができないですし，顧客とのパイプも太くなっています」
18）唯一の例外がインテルの広告宣伝である。
19）武田薬品は素材開発企業であるがテレビCMを行っている。これは，新素材を病院などの医療機関に納入す
るだけでなく，その一部を個人の顧客に薬局で販売しているためである。
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市場自体の拡大や縮小にはまったく関係ない。素材開発企業の特許は，当初特許法が考えた特
許の排他的独占権を十分に活用していると言える。一方，部品組立企業の特許は，特許の排他
的独占権が強すぎる弊害が生み出されやすく，それを防止するため，特許のオープン化やパブ
リックドメイン化を行うと考えられる。部品組立企業の特許は，他社の追随を許さない基本特
許ではなく，比較的小発明の方が適していると言える。そのため，部品組立企業の研究開発は，
他社と歩調を合わせて，業界内で仲良く進めることが多くなる。他方，素材開発企業の研究開
発は，他社の動向を一切考慮することなく，一時の流行に惑わされずオリジナリティを尊重し
た独自開発を行うことが多い。
　ソニーのβとパナソニック等のVHSの標準争奪，東芝とパナソニック等のブルーレイDVD
の標準争奪が行われた。国際標準やディファクトスタンダードを獲得する争いや，競合他社と
コンソーシャムを作り，ライセンスして仲間を増やす事例は，部品組立企業だけの話である。
電気自動車や燃料電池車のインフラ整備のため，あえて競合他社と共闘し政府や地方自治体に
働きかける事例も，部品組立企業だけの話である。素材開発企業にとって標準やインフラの獲
得は重要なことではない。素材開発企業は，素材力の飛躍的な向上がすべてであり，それ以外
の仕事は意味をなさない。
5─4　知恵とアイデアの素材開発企業
　自動車や発電所や大型機械などの部品組立企業の研究開発規模は非常に大きく，資金力の豊
かな大企業だけが研究開発でき，中小企業やベンチャー企業は部品組立企業の研究開発には手
が出せない。部品組立企業には大企業が多くなるのは当然である。一方，素材開発会社は知恵
やアイデアさえあれば，研究開発が可能であり，老舗の大企業にも勝負を挑める。素材開発企
業には大企業や中小企業の区別はない。素材開発企業の中には，優れた研究成果を持つベン
チャー企業をM&A企業買収することもある20）。これはベンチャー企業にとっても巨額の資金
を得るチャンスであり，素材開発企業も優れた研究開発成果を入手できるメリットがある。
　素材開発企業は，部品組立企業に比べ，比較的小規模な企業が多いため，下請け企業のイメー
ジが強い。しかし，部品組立企業と素材開発企業との力関係は素材力が決める。競合する素材
が存在しない，他社がまったく作れない，などの条件が揃えば，素材開発企業は部品組立企業
を支配することも可能になる。ノーベル物理学賞を受賞したインテル（素材開発企業）のキル
ビーは，同時に特許を取得したため，インテルが当時世界最大のコンピュータ企業IBM（部品
20）日経ビジネス2015年３月２日　「武田薬品社長の言葉：新薬のイノベーションの６割は，小さな研究機関
やバイオベンチャーから生まれている。彼らは研究開発費を必要としており，武田薬品と利害が一致する。
これからは研究の初期段階から提携に力を入れたい」
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組立企業）を実質的に支配することに成功した。ちなみに，ノーベル化学賞では2000年白川氏
の導電性ポリマー，2008年下村氏の緑色蛍光タンパク質，ノーベル物理学賞では2014年赤崎・
天野・山中３氏の窒化ガリウムなど，いずれも素材開発が受賞している。このように研究開発
は素材開発から始まると言っても過言ではない。
　このような理由から，部品組立企業が素材開発企業への変身を目指すことは事実である。パ
ナソニックは，自動車部品を研究開発し始めており，自動車部品事業をパナソニックの主力事
業に育てたいと考えている。トヨタ自動車は，デンソーなどの優秀な系列企業と全面的に対抗
してまで素材の研究開発に執念を燃やし続ける21）。これは，もの作りの根本が部品組立ではな
く素材開発であると，パナソニックとトヨタ自動車が理解しているためである。素材を素材開
発企業から購入し，それらを組み立てるだけの部品組立企業になれば，企業の将来はない。そ
こで，部品組立企業は，将来重要と考えられる部品に限り，自社で素材開発を続ける企業が少
なくない。
5─5　科学を基礎にする素材開発企業
　科学技術は良く使われる言葉であるが，科学（サイエンス）と技術（テクノロジー）はまっ
たく異なる。科学は，物理学，化学，生物学などを基礎にして，観察や実験や分析など経験的
な手法を使い，今まで見出されていない自然法則や原理や知識を見出すことである。技術は，
道具や機械を使って人間が工夫し考え出した特殊な方法や手段のことであり，自然の物を人間
の生活に役立つものに加工する技のことである。ナノテクノロジーや人工知能を利用したロ
ボットは，科学と技術の両方を活用することが多く，科学と技術の境界が不明瞭な分野である。
しかし，一般的には，企業が行う研究開発は科学と技術とに分類することは比較的容易である。
　科学は人間と独立して存在するが，技術は人間に密着する。科学は発見でも足りるが，技術
は新しい物を創造しなければならない。科学は普遍的であるが，技術は特定の条件で限定的に
有効であれば良い。科学は個人でも研究し成果を出せるが，技術は数多くの人が知恵を絞り協
力しなければ成果を出せない。このような理由から，素材開発企業は「科学」を取り扱うこと
が多く，部品組立企業は「技術」を取り扱うと言える。
　素材開発企業の研究者は，研究開発当初に使用目的を考えて実験や観察を行うが，研究途中
で研究者が遭遇する世界で初めて見る物質は，その使用目的に適合しているかは分からない場
合がほとんどである。その物質は，新たな発見であることは間違いないが，人間に役立つもの
か，人間に害をもたらすものか，当初はまったく分からない。これが，素材開発企業が「科学」
21）村山博［2015］「自動運転車，燃料電池車，電気自動車に関するイノベーション研究」桃山学院大学環太平
洋圏経営研究No16
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を取り扱う所以である。一方，部品組立企業が扱う物は，従来の製品より高速で動き，軽量で
便利になり，安全性が高まり，省エネ性能が向上するなど，人間に必ず役立つものである。こ
の意味からも，部品組立企業の研究開発は，人間に役立つ「技術」を主体として行われる。
　素材開発企業の研究開発の主要な手法は「発見」であり，部品組立企業の研究開発は「発明」
である。現在の特許法は発見も一定の条件を満たせば特許を与えられることになったため，発
見でも発明でも特許になる。素材開発企業の研究開発の手法は，過去の知見や今までの科学を
利用するが，気の遠くなるような数の物質と熱処理や加工の条件を組み合わせて，新素材を探
0
し出す
0 0 0
。実際の素材開発を体験すると分かるが，これは発明ではなく発見に近い作業である。
部品組立企業の研究開発は，多少の試行錯誤もあるが，以前の製品より悪くなり人間に危害を
加える製品ができあがる可能性は少ない。このように発明は，従来品に改善を加え，製品の特
性を向上させるためである。すなわち，素材開発企業は「発見」の手法で，部品組立企業は「発
明」の手法で研究開発を行っていると言える。
　素材開発企業が取り扱う素材は普遍性があるが，部品組立企業の発明は，現在または近い将
来の環境条件にだけ適合したものであり，普遍性がない。このことからも，素材開発企業は科
学を取り扱い，部品組立企業は技術を取り扱うと言える。この素材が持った普遍性が素材力の
確証であり，排他的独占権を持つことに相応しい特許と言える。部品組立企業の特許は，従来
品を改良したものが多く，今までにまったく存在しないものは皆無である。他方，素材開発企
業の特許は，科学を基礎とした研究開発であるため，研究開発の成果の多くは普遍的なものに
なる。部品組立企業は，競合他社の商品がヒットすると多くの企業が追随する場合が多く，流
行に沿った研究開発を目指す傾向が強い。反面，科学を基礎にする素材開発企業の研究開発は，
企業ごとの独自色が強く，企業の得意領域を極める研究開発が多く，たとえ他社の商品がヒッ
トしても，それに追随することは忌み嫌う社風がある。このような理由から，科学を基礎にす
る素材開発企業の研究開発は，唯我独尊になりがちで，世の中の流行に逆らって時代錯誤にな
る危険を秘めている。
5─6　速さを武器にする素材開発企業
　過去の論文は，企業の外国特許件数や外国特許比率に関するものが多い。本論文は，その速
度に焦点をあて，企業の外国特許の増加する速さ，つまり，特許グローバル化速度を基に研究
している。そのため，過去の論文の結論と本論文の結論が異なることは当然と言える。たとえ
ば，新日鐵住金の製品群における電磁鋼板や線材や油井用鋼管の位置づけは過去の論文では比
較的小さく，外国特許件数は他の製品に比べあまり多くない。しかし，それらが時間当たりに
増加する速さ（特許グローバル化速度）は，上述したように他の製品を圧倒している。この速
さは，時間当たりの研究開発の生産性
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
であり，この生産性を高めることが現代の企業にとって
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最も重視すべきである。企業間の研究開発競争は激しく，その競争の勝敗が企業の盛衰に直結
するため，企業は日々生き残りをかけて戦っている。その企業の勝敗を決めるのは，多くの場
合，速さ（スピード）である。
　その競争の激しさは，素材開発企業より部品組立企業の方が，比較的穏やかである。その理
由は，次のことから明らかである。部品組立企業は，世の中の流行や社会インフラや人々の考
え方に左右されるため，それらを無視した早すぎる新製品や顧客が理解できない飛躍的で時代
を先取りし過ぎた新製品は，時期尚早となり，市場に受け入れられない。一方，素材開発企業
の研究開発の成果物は，個人の顧客が判断するのではなく，専門家の企業が見極めるため，今
までの素材よりも優れていれば採用される。素材開発企業の研究開発は，速さがすべてであり，
速ければ速いほど競合他社に差をつけて，市場を独占できる。つまり，素材開発企業は速さを
武器にする企業である。図21に示したように，素材開発企業の特許グローバル化速度が部品組
立企業に比べ大きいことは，速さを武器する素材開発企業の特徴が明確に現れていると言える。
　この速さは大企業ほど遅くなる。企業が大きくなると，品質管理部，品質保証部，知的財産
部，法務部，総務部，経理部，企画部，人事部，製造部，工程管理部，資材調達部，設備部，
整備部，営業部などの部門が多くなり，そこに配属される人も多くなる。それに伴い，それぞ
れの部門の連絡や調整に多大な時間を要し，会議前の根回しが増加し，会議に出席する時間や
内向きの書類作成が，仕事のほとんどを占めることになる。これが大企業の速さを減速させる
主原因であ｠る。
　そのため，速さを武器する素材開発企業は中小企業やベンチャーが多く，部品組立企業と比
較して大企業が少ない。ちなみに，部品組立企業で働く人は，60分間の試験で時間終了のチャ
イムがなるまで考え70点（100点満点）を取る人が適しているが，素材開発企業で働く人は，
60分間の試験でも10分間で試験場を出て60点（100点満点）を取る人が適している。試験の点
数より速さが優先されるのが素材開発企業である。１日でも早い特許取得が雌雄を決する素材
開発企業は，速さが企業の運命を握っている。仕事が速いと失敗しても挽回がきき，新たに生
まれた時間で他の多くの仕事にトライできるため，素材開発企業の研究開発には60分間試験を
10分間で切り上げる人が適している。大企業でも速さを大切にする企業はあるが，中小企業や
ベンチャー企業の速さには遥かに及ばない。
　素材開発企業の研究開発では，演繹手法が使われることが少なくない。これは速さを重視す
るためである。演繹は，命題から経験や実験によらないで，論理的法則のみによって新しい帰
結を導き出す手法である。その対極にある帰納は，特殊な事例や事実や実験から一般的な結論
を導き出す手法である。素材開発企業が演繹手法を多用するのは，速さに拘泥するためである。
帰納のように，多くの事例や事実を集める時間が不要な演繹は，速さを武器する素材開発企業
の研究開発に適していると言える。しかし，演繹手法は，企業内の関係部門や上司を説得する
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には不十分である場合が多い。なかでも，帰納手法による事実や実験データがないと，大企業
の会議や決裁で認められない場合が多くなる。部品組立企業の大企業では，多くの部門を説得
する必要があるため，帰納手法による膨大な実験データや詳細な観察記録が必要となり，それ
を作り出す長い時間と労力が速さを犠牲にすることになる。
　部品組立企業は，大型機械や発電所や航空機などを組み立てるため，非常に多くの部門や人々
の共同作業になる。他方，素材開発企業は，一人で新素材を発見することは十分可能である。
大企業の仕事の速さは，多くの部門の仕事の速さの平均値になることはなく，一部の最も遅い
部門が足を引っ張ることになるため，仕事の速さは大企業ほど遅くなる。このことは，素材開
発企業が大企業に適さない理由の一つである。
　海外拠点への進出や外国への製品輸出などの企業のグローバル化は，豊富な資金力と人材を
有する大企業の方が中小企業よりも勝っていることは事実である。しかし，上述のように，特
許グローバル化速度は，大企業の多い部品組立企業よりも，素材開発企業の方が遥かに優れて
いる。一般的には，豊富な資金力や多くの海外拠点を持つ大企業が多い部品組立企業の方が，
グローバル化の点で優れていると考えがちである。しかし，本論文が指摘する特許グローバル
化速度の物差しでは，速さを武器した素材開発企業が明らかに優れている。速さを最優先する
企業戦略が叫ばれる今，部品組立企業よりも素材開発企業が，間違いなく時代を先取りしてい
ると言える。
６章　素材開発企業の課題
　日本の部品組立企業は，コストダウンを目論んで価格の安い素材や部品を中国などの企業か
ら購入した結果，大きな品質事故になるケースが頻発している。中国の素材メーカーが，日本
の顧客企業に事前通告なしで素材の組成を勝手に変更するサイレントチェンジ問題22）が多発
している。部品組立企業はこれほど大変な事件を起こしているにもかかわらず，できるだけ安
い素材調達に余念がない。部品組立企業は，日本国内で健全な素材開発企業が育ちにくい状況
を作り出していると言える。
22）日経ビジネス2015年３月２日　「中国の素材メーカーが部品組立企業の許可なく，素材の組成を変更した
ため，日本の大手電機会社が大トラブルを起こしたサイレントチェンジ。日立コンシューマーエレクトロ
ニクスが発表した液晶テレビとデジタルチューナーに付属するACアダプターの不具合は，知らぬ間に赤リ
ンが使われていたサイレントチェンジが原因」「安全にかかわる大事な部品を，管理の及ばない海外で製造
していいのか，考え直すべきだ。今は電機メーカーの事故が目立つが，世界に調達網を広げる自動車でも，
いずれこうした事態が深刻化する可能性が高い。調達を広げるほど新たなリスクに直面することを，サイ
レントチェンジは映し出している」
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　日本における部品組立企業と素材開発企業は，親会社と下請け会社の古い関係が残っており，
素材開発企業は部品組立企業からコストダウンを迫られる構図が現存していることは事実であ
る。部品組立企業と素材開発企業の力関係は，素材力で決まる。そのため，同じ素材を多くの
企業が製造可能であれば，主導権は部品組立企業が持ち，低価格化競争を強いられる。逆に，
一つの素材開発企業だけが製造可能である場合は，主導権は素材開発企業が持ち，その素材価
格が非常に高くなり，莫大な利益が素材開発企業にもたらされる。一般的に，主導権は部品組
立企業に握られる場合が多く，素材開発企業の社会的地位は部品組立企業に比べ低い。
　素材開発企業は，ハイリスク・ハイリターンの研究開発が主体であり，確実に収益を稼ぎ出
し株主に着実に利益を還元することを義務付けられた大企業には適さない。大企業は豊富な資
金力や技術を活用した研究開発に適しており，部品組立企業に向いている。素材開発企業は，
豊富な資金力を持つ大企業である必要はない。この点が，必ずしも大きな資本力を必要としな
い素材開発企業に，中小企業やベンチャーが多い理由である。素材開発企業は，知恵さえあれ
ば良いので，企業の規模は問わない。このことが仇となり，素材開発企業は部品組立企業の子
会社や下請け企業と見られる場合が多い。前に述べたように，画期的な新素材を開発した素材
開発企業が，大企業である部品組立企業を支配する例は少なくない。しかし，素材開発企業が
部品組立企業の子会社や下請け企業としての位置づけは，紛れもない事実である。このことが
素材開発企業の将来を危うくしている。
　素材開発企業が科学に立脚しているため，材料に関する基礎科学の学習は必須になる23）。と
ころが，日本の大学における金属工学，金属材料学，金属加工学，金属鋳造学，鉄鋼材料学な
どの金属材料に関する講座や学部や学科が次々と廃止，統合され，日本から姿を消してい
る｠24）。素材開発の基礎学問である材料力学，熱力学，流体力学，機械力学，材料学などの講義
も消滅の一途を辿っている。それらの基礎学問は，座学だけがわずかに生き残っているが，実
23）岩手大学の鋳造･金型工学，東京工業大学の金属熱処理コース，岐阜大学の金型創生技術研究センター，近
畿大学の鋳造工学専攻，九州工業大学大学院の先端金型専門コース
24）素形材産業における新産学連携の促進に関する調査研究報告書　2008年３月　社団法人 日本機械工業連合
会　財団法人 素形材センター　「大卒者の知識や能力に対する企業の評価は低い。大卒採用者の能力につ
いて2/3近くの企業が不満。素形材技術及び他の加工技術，材料，四力学等の工学知識や実践的知識が不十
分」「大学における最大の問題点は，若手教員の素形材（鋳造を含む）分野からの離脱であろう。これに加
えて，国公立大学の独立法人化と私学での生き残り作戦が材料系学科の整理･統合に拍車をかけてきた。こ
の16年間で80大学のうち50の大学でこれらの再編が行われ，特に2004年から2008年にかけては28件の再編
が行われ，その後も毎年２～４件の割合で再編が進行しそうである。これらの再編比率は60％近くになり，
殆ど全ての材料系学科が対象になっている。この傾向は鋳造分野において特に著しく，わが国の大学で鋳
造を専門とする教員数の減少は甚だしい。最近ではこの分野の教員数は東京大学を始めとする国公立大学
ではゼロに近く，鋳物研究所が著名であった早稲田大学に代表される私立大学においても殆ど全滅に近い」
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験や実習などの身を持って体験できるカリキュラムはさらに少ないのが現状である。
　これでは，日本の未来を担う素材開発企業を維持できる人材は育たない。逆に，中国の大学
では，昔の日本と同じような金属工学，金属材料学などが大変多い。現在，国立大学で繊維学
部を持つのは信州大学だけである。繊維学科は，信州大学，福井大学，京都工芸繊維大学の３
大学に僅かに残っている。上述したように，日本は，最先端材料である炭素繊維の全世界の
70％を生み出し，繊維強化素材のリーダー企業を抱える国である。何故，これほど少ない繊維
学科になってしまったのか。
　日本の大学において金属材料学科や繊維学科が極端に減少している原因は，希望する学生数
の減少である。学生は，テレビCMなどで有名な部品組立企業（トヨタ自動車やパナソニック，
日立製作所など）に就職を希望するが，学生に馴染みのない素材開発企業に関心を持つ学生は
ほとんどいない。たとえば，日本の炭素繊維を使用するボーイングの飛行機は，東レなどの日
本企業が素材や材料を供給しなければ製造できない。学生は日本企業の炭素繊維の素材力が世
界一であることを知らない。逆に，衣服の大部分を中国から輸入し，日本が繊維の輸入国であ
ることを多くの学生は知っている。そのため，繊維学科を希望する学生は減少の一途を辿って
いる。日本の大学から繊維や金属という専門分野がなくなる日は，それほど遠くないと考えら
れる25）。
　学生が持つ素材開発企業のイメージは，黒い煙が立ち上る高熱の職場，汗臭い汚い職場，耳
を劈く騒音振動の職場，健康に悪い粉塵や劇薬を扱う職場，三交代による重労働などであり，
これ以上悪い表現はない程，若者から嫌われている。これでは，近い将来，日本の素材開発企
業が研究開発力世界一を返上することは間違いない。逆に，若者の多くが，部品組立企業に比
較的良いイメージを持っている。その背景は，部品組立企業が，テレビCMによる環境に優しく，
明るい未来を見据えた企業イメージがあり，素材開発企業に比べ大会社が多く，優良企業のイ
メージが社会的に定着しているためである。素材開発企業が部品組立企業の下請けのように映
ることが，若い学生が素材開発に関する学部を選択しない大きな理由である。
　素材開発企業が新素材を部品組立企業に供給し始めて世の中の役に立つものとなる。素材開
発企業だけでは世の中に役立つ製品を作ることはできない。しかし，新素材がなければ，部品
25）素形材産業における新産学連携の促進に関する調査研究報告書　2008年３月　社団法人 日本機械工業連合
会　財団法人 素形材センター　「素形材の分野で活躍してきた著名な研究者（大学教員）がここ数年間で
大量退職したが，後継者が十分に育っておらず，多くの大学が素形材関連分野の教員席もしくは講座を取
りつぶしてしまったゆゆしき現状がある。その結果，素形材関連分野の博士号取得者が激減し，優秀な若
手教員が育っていない。若くて覇気のある若手教員が大学にいなければ，学生に魅力のある講義もしくは
カリキュラムを構築することは望むべくもない。この結果，素形材関連分野の知識を身につけた学部卒業
生や大学院修了生も減少し，我が国のモノ作り産業の基礎体力（人材）が徐々に蝕まれている現状を憂える」
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組立企業が作る新製品は存在しないことを，若い学生に教育することが大切である。日本の部
品組立企業が中国などの部品や素材を購入し，製品トラブルに巻き込まれている現状から考え，
素材開発企業は日本の部品組立企業の命運を握っている極めて重要な存在であることを，学生
に説明する必要がある。インテルは，素材開発企業でありながら広告宣伝に多額の資金を投じ
ている。今こそ，日本の素材開発企業も，若い優秀な学生を獲得するために，広告宣伝が必要
なときである。
　画期的な素材や先端材料が，日本企業の起爆剤となり，日本にイノベーションを興し，世界
経済を牽引してきたことは紛れもない事実である。素材の研究開発は，社会を根本的に変革す
る力がある。それらの素材や材料を使った部品を組み立てる部品組立企業が海外に移転し，外
国企業に主導権を取られたことを嘆く前に，日本の素材開発企業の世界をリードする研究開発
力に刮目すべきである。日本は，素材研究開発の実力をさらに研ぎ澄まし，海外企業の追随を
許さない素材開発企業を育てることが大切である。そして，若い学生に素材開発の魅力を理解
してもらう地道な努力こそが，日本の素材開発企業のイノベーションを新たなステージに進化
させる道である。
７章　まとめ
　本論文は，新日鐵住金，武田薬品，旭硝子，日本板硝子，村田製作所，昭和電工，東レ，ク
ラレの素材開発力を中心に研究した結果，素材開発企業と部品組立企業の特許グローバル化速
度の相違を見出し，その原因を深掘りした。本論文が明らかにしたことを箇条書きにする。
１） 武田薬品，旭硝子，村田製作所，昭和電工などの素材開発企業の特許グローバル化速度は，
パナソニック，トヨタ自動車，日立製作所，小松製作所などの部品組立企業よりも大きい。
つまり，素材開発企業は部品組立企業より重要特許を生み出す速度が大きい。
２）素材開発企業の中で武田薬品の特許グローバル化速度が最も大きく，特許グローバル化速
度の大きい順番は，武田薬品に続き，旭硝子，村田製作所，昭和電工，新日鐵住金，クラ
レ，日本板硝子，東レである。
３）部品組立企業である竹中工務店，鹿島建設，大成建設，大林組，清水建設の大手建設会社
は，外国特許出願がほとんどなく，特許グローバル化速度がほぼゼロである。
４）東京電力，関西電力，中部電力，東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯は，新たな電力やガスを
開発する素材開発企業ではない。そのため，これらの企業は，特許グローバル化速度がゼ
ロである。
５）素材開発企業は部品組立企業よりも多くの重要特許を生み出している。さらに，その生み
出す速度が加速し続けているため，素材開発企業と部品組立企業の重要特許を生み出す研
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究開発力の格差が拡大している。
６）新日鐵住金の品種別の特許グローバル化速度において，電磁鋼板が一番であり，チタン，
線材，熱延鋼板，軌条，冷延鋼板，鋼管，厚板，表面処理鋼板，ステレンス鋼，棒鋼，形
鋼の順番である。
７）新日鐵住金の特許グローバル化速度を上回っているのは９品種（12品種中）である。その
９品種は，電磁鋼板，チタン，線材，熱延鋼板，軌条，冷延鋼板，鋼管，厚板，表面処理
鋼板である。新日鐵住金は，設備や操業に関する特許を国内出願し，主要９品種だけを重
要特許と位置付け，外国出願する知的財産戦略を採用している。
８）新日鐵住金の特許グローバル化速度を超える製品は，方向性電磁鋼板，高炭素鋼線材，油
井用鋼管，電子ビーム用鋼，金属箔，マルテンサイト系ステンレス鋼，α＋β型チタン合
金，高強度鋼，ホットスタンプ用鋼板，耐疲労用線材，無方向性電磁鋼板，フェライト系
ステンレス鋼の12製品である。なかでも，方向性電磁鋼板，高炭素鋼線材，油井用鋼管は，
重要特許を生み出す速度が非常に大きい。
９）武田薬品は，糖尿病治療薬，癌治療薬，アルツハイマー治療薬の特許グローバル化速度が
大きい。
10）旭硝子は，有機LED素子と有機EL素子の特許グローバル化速度が非常に大きい。
11）村田製作所は，二次電池素材と圧電デバイスの特許グローバル化速度が非常に大きい。
12）昭和電工は，燃料電池素材，炭素繊維，二次電池素材の特許グローバル化速度が大きい。
13）クラレは，燃料電池素材の特許グローバル化速度が大きい。
14）日本板硝子は，ガラス基板の特許グローバル化速度が大きい。
15）素材開発企業の主力製品で特許グローバル化速度のトップ10は，新日鐵住金が３製品，旭
硝子が２製品，武田薬品が２製品，クラレが１製品，村田製作所が１製品，昭和電工が１
製品である。新日鐵住金は，主要製品を絞り集中的な研究開発を行っている。
16）素材開発企業は競合他社が属する業界内だけでなく業界を越えた競争が非常に激しい。素
材開発企業は業界という壁が極めて希薄である。たとえば，鉄鋼業界と化学繊維業界が競
合し，ガラス業界と石油化学業界が競合する。また，素材開発企業には顧客企業の境界も
まったく存在せず，あらゆる業界に新素材の販路を広げている。
17）素材開発企業の製品は，リバースエンジニアリングにより製品を分解しても競合他社が簡
単には製造できない特徴がある。一方，部品組立企業の製品のリバースエンジニアリング
は，製造技術をすべて開示できる。素材開発企業の製品には，特許だけでなくノウハウと
言う透かしが隠されているため，他社の模倣が難しい。
18）素材開発企業の特徴は，顧客が個人ではなく企業であることである。個人の顧客は，価格
やブランドやデザインを重視するが，顧客企業は素材の専門家であり，購入する素材の知
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識も豊富で，その品質や材質にきめ細かく注文や要望を付ける。この注文や要望が素材開
発企業を鍛え進化させる。
19）素材開発企業の名前は，最終製品にはほとんど表示されないため，最終顧客が購入すると
きに素材開発企業のブランドを気にすることはない。素材開発企業は，ブランドを強調で
きない分，素材力を研ぎ澄ます必要がある。
20）特許をオープンにして競合他社の参入を促し市場を拡大する特許のパブリックドメイン化
は，素材開発企業には存在しない。
21）部品組立企業の研究開発規模は大きく，資金力の豊かな大企業だけが研究開発でき，中小
企業やベンチャー企業には不向きである。素材開発企業は，知恵さえあれば，研究開発が
可能であり，中小企業やベンチャー企業も参入できる。
22）素材開発は部品組立よりも基本特許を得やすい。素材自体の特許，すなわち，物質特許は
非常に権利範囲が広く強い。一方，部品組立企業ではプロセス特許が多く，その権利範囲
が狭いため，強い特許を取得することは難しい。
23）素材開発企業は科学を取り扱うことが多く，部品組立企業は技術を取り扱う。素材開発企
業の発明は普遍性があるが，部品組立企業の発明は，特定の環境条件だけに適合したもの
であり普遍性がない。素材開発企業の研究開発の主要な手法は発見であり，部品組立企業
の研究開発の手法は発明である。
24）速さを重視する素材開発企業の研究開発では，帰納よりも演繹が使われることが多い。
25）速さを重視する素材開発企業は大企業には適さない。
26）日本の大学では素材関連の講座や学科が激減しており，近い将来，素材開発企業に必要な
人材を日本から調達できない事態になる。それを防ぐには，素材開発企業はインテルのよ
うに広告宣伝を行い，若い優秀な学生を獲得していく必要がある。
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